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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期

会計期間

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
６月30日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
６月30日

自　平成20年
１月１日

至　平成20年
６月30日

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
12月31日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
12月31日

売上高 （百万円） 812,918 930,335 869,057 1,582,046 1,756,707

経常利益 （百万円） 67,579 76,401 51,228 125,371 140,338

中間（当期）純利益 （百万円） 44,257 49,594 25,850 77,233 71,222

純資産額 （百万円） 448,026 571,219 569,841 501,054 569,221

総資産額 （百万円） 1,057,601 1,224,145 1,290,918 1,128,688 1,258,430

１株当たり純資産額 （円） 1,474.99 1,874.70 1,851.42 1,644.77 1,851.81

１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 154.82 173.29 90.28 270.09 248.81

潜在株式調整後

１株当たり中間

（当期）純利益

（円） 154.64 173.21 90.28 269.82 248.73

自己資本比率 （％） 39.9 43.8 41.1 41.7 42.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 52,909 72,636 26,006 94,160 122,730

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △39,995 △31,199 △45,117 △79,668 △105,807

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 43,664 △14,856 29,099 18,721 11,166

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
(百万円) 93,288 106,036 109,206 74,384 102,079

従業員数 （人） 41,426 43,429 56,436 41,958 46,850

　（注）　売上高に消費税等は含まれていません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期

会計期間

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
６月30日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
６月30日

自　平成20年
１月１日

至　平成20年
６月30日

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
12月31日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
12月31日

売上高 （百万円） 389,158 403,233 372,027 795,238 799,209

経常利益 （百万円） 19,756 13,481 7,574 38,636 27,012

中間（当期）純利益 （百万円） 14,950 12,129 7,021 26,648 18,833

資本金 （百万円） 48,026 48,281 48,322 48,168 48,300

発行済株式総数 （千株） 286,067 286,434 286,483 286,260 286,457

純資産額 （百万円） 224,689 238,629 234,248 232,148 238,603

総資産額 （百万円） 524,811 521,230 554,521 538,019 567,748

１株当たり純資産額 （円） 785.69 833.39 817.93 811.24 833.24

１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 52.29 42.38 24.52 93.18 65.79

潜在株式調整後

１株当たり中間

（当期）純利益

（円） 52.23 42.36 24.52 93.09 65.77

１株当たり配当額 （円） 15 20.5 20.5 36 41

自己資本比率 （％） 42.8 45.8 42.2 43.1 42.0

従業員数 （人） 8,433 9,037 9,365 8,461 9,019

　（注）　売上高に消費税等は含まれていません。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社、子会社及び関連会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は以下のとおりです。

（二輪車事業、マリン事業、特機事業）

Yamaha Motor Distribution B.V.はYamaha Motor Europe N.V.に吸収合併されました。

３【関係会社の状況】

  当中間連結会計期間において、Yamaha Motor Distribution B.V.はYamaha Motor Europe N.V.に吸収合併されました。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

二輪車事業  42,719

マリン事業  5,121

特機事業  2,344

その他の事業  6,252

合計  56,436

　（注）１　従業員数は就業人員数です。

　　　　２　二輪車事業の従業員数が前連結会計年度末と比較して9,586人増加していますが、主としてPT.

 Yamaha Indonesia Motor Manufacturing及びその連結子会社 (5,719人増)並びにYamaha Motor do Brazil Ltda.及び

その連結子会社(1,298人増）で人員が増加したことによります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 9,365

　（注）　従業員数は就業人員数です。

(3）労働組合の状況

　労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間の世界経済は米国金融危機の深刻化、株価低迷、原油高及び原材料価格上昇などにより、先進

国の景気後退が鮮明となりました。

　日本では、二輪車需要は低迷し、売上高は前年同期比7.1％減少の846億円となりました。

　海外では、アジア、中南米での二輪車売上高は前年同期比増加しましたが、一方、欧米での二輪車、マリン、特機事業

の売上高は景気後退により、前年同期比減少し、海外売上高は前年同期比6.5％減少の7,845億円となりました。

　営業利益は売上減少、原材料価格上昇、減価償却費増加、為替円高及び商品構成変化などによる減益影響が原価低

減、販売管理費、開発費の減少による増益影響を上回り、前年同期比35.3％減少の467億円となりました。経常利益は

前年同期比32.9％減少の512億円となりました。中間純利益は前年同期比47.9％減少の259億円となりました。

　セグメント別の業績は以下のとおりです。

１　事業の種類別セグメント

〔二輪車事業〕

　日本では二輪車売上高が、原付一種、小型二輪、軽二輪の需要減少などにより、前年同期比減少しました。

　アジアでは、インドネシア・タイ・ベトナムなどで需要が伸長し、アジア全体での売上高は前年同期比14.7％

増加しました。中南米ではブラジルの売上高は前年同期比増加しました。米国では景気後退に対応し、流通在庫

を圧縮したため売上高は前年同期比減少しました。欧州では、景気後退により需要が減少し、売上高は前年同期

比減少しました。

　これらの結果、売上高は前年同期比1.1％減少の5,619億円、営業利益は前年同期比14.7％減少の292億円となり

ました。

〔マリン事業〕

　米国の船外機の売上高は、原油高、景気後退などにより、ボート需要が低迷し、前年同期比減少しました。欧州

では、ロシア市場の船外機売上高は伸長しましたが、欧州全体としては売上高が前年同期比減少しました。

　これらの結果、マリン事業全体の売上高は為替円高の影響もあり前年同期比13.1％減少の1,432億円、営業利益

は、前年同期比46.3％減少の109億円となりました。

〔特機事業〕

　米国での四輪バギー、サイド・バイ・サイド・ビークルの売上高は、原油高、景気後退などにより需要が大幅

に減少したため、前年同期比大幅に減少しました。

　これらの結果、特機事業全体の売上高は為替円高の影響もあり、前年同期比21.5％減少の975億円、営業利益は

前年同期比70.1％減少の32億円となりました。

〔その他の事業〕

　サーフェスマウンターの売上高は、日本、アジアで前年同期比減少しました。また、自動車用エンジンの売上高

は前年同期比減少しました。

　これらの結果、その他の事業全体の売上高は前年同期比9.5％減少の664億円、営業利益は電動ハイブリッド自

転車（PAS）で製品の無償修理に伴う市場対策費用を計上したことにより、前年同期比50.8％減少の34億円とな

りました。
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２　所在地別セグメント

〔日本〕

　欧米市場向けの二輪車、四輪バギーの輸出売上高が原油高、景気後退などによる需要減少のため、前年同期比

減少し、日本の売上高は前年同期比6.8％減少の3,992億円となり、為替円高の減益影響もあり73億円の営業損失

となりました。

〔北米〕

　米国での船外機、四輪バギー、サイド・バイ・サイド・ビークルの売上高は原油高、景気後退により需要が減

少したため、前年同期比減少しました。米国の二輪車売上高は、景気後退に対応し、流通在庫を圧縮したため、前

年同期比減少しました。これらにより、北米の売上高は、為替円高の影響もあり、前年同期比27.4％減少の1,992

億円となり、営業利益は前年同期比73.7％減少の35億円となりました。

〔欧州〕

　二輪車の売上高は景気後退による需要減少により前年同期比減少しました。ロシア市場での船外機の売上高

は前年同期比増加しましたが、欧州全体での船外機の売上高は景気後退により前年同期比減少しました。これ

らにより、欧州での売上高は前年同期比12.1％減少の1,998億円となりました。営業利益は前年同期比24.7％減少

の129億円となりました。

〔アジア〕

　インドネシア・タイ・ベトナムなどでの二輪車販売数量が伸長し、売上高は前年同期比14.6％増加の2,953億

円となりました。営業利益は前年同期比30.1％増加の257億円となりました。

〔その他〕

　ブラジルでの二輪車売上高が伸長し、売上高は前年同期比19.2％増加の918億円となりました。営業利益は前年

同期比24.2％増加の95億円となりました。

なお、所在地別セグメントの売上高はセグメント間の内部売上高を含んでいます。

(2）キャッシュ・フロー

　　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が前年同期比減少し、売上債権及びたな卸資産が

増加したため、前年同期比466億円減少し260億円となりました。

　　投資活動によるキャッシュ・フローは、二輪車の新機種生産のための設備投資等により、△451億円となりました。

　　これらにより、当中間連結会計期間のフリー・キャッシュ・フローは△191億円となりました。

　　財務活動によるキャッシュ・フローは、運転資金、設備投資資金を借入金で調達したことにより291億円となりまし

た。

　　この結果、当中間連結会計期間末における有利子負債残高は前連結会計年度末比354億円増加の2,652億円となり、当

中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は前連結会計年度末比71億円増加の1,092億円となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別セグ
メントの名称

製品 台数（台） 前年同期比（％）

二輪車事業 二輪車 2,959,786 119.4

マリン事業

船外機 202,380 108.8

ウォータービークル 23,391 74.8

ボート、漁船・和船、セールボート 5,710 74.0

特機事業
四輪バギー、サイド・バイ・サイド・ビークル 95,181 72.0

スノーモビル 11,572 100.4

その他の事業 電動ハイブリッド自転車 78,270 98.8

　（注）１　二輪車事業は、当社グループのブランドで生産した台数を記載しています。　　　　

２　マリン事業、特機事業及びその他の事業は、主要製品について記載しています。 

(2）受注実績

　当社グループは主に見込み生産をしています。

(3）販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

二輪車事業 561,918 98.9

マリン事業 143,210 86.9

特機事業 97,505 78.5

その他の事業 66,423 90.5

合計 869,057 93.4

　（注）１　セグメント間取引については相殺消去しています。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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３【対処すべき課題】

(1)当面の対処すべき課題の内容等

　当社グループは、「感動創造企業－世界の人々に新たな感動と豊かな生活を提供する」を企業目的に、世界各地

のグループ企業と一体となってさまざまな事業活動を展開し、人々の夢を知恵と情熱で実現し、つねに「次の感

動」を期待される企業を目指しております。

  当社グループは、既存事業の将来展望や外部環境を考慮し平成32年（2020年）を視野に入れた経営や事業の方

向性を長期ビジョン「Ｆｒｏｎｔｉｅｒ２０２０」としてまとめました。その第一フェーズとして、平成20年から

平成22年を新中期経営計画として「次の時代の飛躍に向けた基盤の確立」をテーマに、以下の取組みにより、「収

益」・「成長」・「顧客提供価値」の三要素をさらに高い次元へ発展させ、企業目的である「感動創造企業」を

目指してまいります。

 ・信頼性を担保できる「経営の質」の強化

 ・長期視点に立つ「価値創造」への取組み

 ・経営の質と価値創造のための「戦略的な資源投入」

　なお、平成20年２月５日に開示した新中期経営計画において、最終年である平成22年12月期の目標を、売上高２兆

1,000億円、営業利益1,430億円、経常利益1,500億円と設定しております。これらの目標数値については、急激な環境

変化への対応等、今後の市場状況を注視してまいります。

(2)当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）について

 ①　会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容

　当社の活動領域は、二輪車事業、マリン事業、特機事業を中心とした事業活動のみならず、社会貢献活動、環境保護

活動などに及んでおり、これらがシナジー効果を生むことによってコーポレートブランドの価値となり、当社のブ

ランド価値や企業価値を築いていると認識しております。かかるブランド価値、企業価値のさらなる向上を図るた

めには、ニューモデルの積極的な投入、特に新技術の導入による新たな付加価値のある製品の開発が不可欠です

が、これを可能とするためには、新技術を生むための研究・開発のさらなる推進が重要となります。また、ライフサ

イエンス事業や環境技術などの新規事業領域は将来高収益・規模成長が期待できる事業領域ですが、かかる事業

領域で収益を上げていくためには、事業の基礎となる研究・開発を積極的に推進することが不可欠です。こうした

ブランド価値、企業価値の源泉に対する理解に欠ける者が当社を買収して財務及び事業の方針の決定を支配し、短

期的な経済的効率性のみを重視して競争力を毀損する過度な生産コストや研究開発コストの削減を行うなど、中

長期的視点からの継続的・計画的な経営方針に反する行為を行うことは、企業価値及び株主共同の利益が毀損さ

れることにつながります。また、これらに限らず株式の買付行為の中には、その態様によっては、企業価値及び株主

共同の利益を害するものも存在します。

　このようなことに対処するためには、当社株式の買収者が意図する経営方針や事業計画の内容、買収提案が当社

株主や当社の経営に与える影響、当社を取り巻く多くの関係者に対する影響、製品の安全性をはじめとした社会的

責任に対する考え方などについて、事前の十分な情報開示がなされ、また、相応の検討期間・交渉力等も確保され

る必要があると考えております。

　そこで、当社は、平成19年２月６日開催の取締役会において、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の

ため、当社の20％以上の株式の取得行為(「特定買収行為」)に関する対応策(「本プラン」)の導入について決議し

ました。本プランは、その基本的な内容について平成19年３月27日開催の当社第72期定時株主総会における承認を

得て、導入されました。
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 ②　本プランの概要

（イ）　取締役会は、その決議により企業価値委員会を設置するものとします。企業価値委員会の委員は当社の

　　　社外役員のみから選任され、委員会の決議は全委員の過半数により行われるものとします。

（ロ）　取締役会は、特定買収行為を企図する者に対して、特定買収行為に関する提案(特定買収行為を企図す　

　　　る者(グループ会社その他の関係者を含みます。)に関する事項、買収の目的、買収後の当社の経営方針と

　　　事業計画、対価の算定の基礎とその経緯、買収資金の裏付け、当社の利害関係者に与えうる影響その他下

　　　記（ニ）ａ.ないしｇ.記載の事項に関連する情報として当社が合理的に求める必要情報が記載されたもの　

　　　をいいます。必要情報が記載された当該提案を以下「買収提案」といい、買収提案を行った者を「買収

　　　提案者」といいます。)を予め書面により当社に提出し確認決議を求めるよう要請し、特定買収行為を企

　　　図する者は、その実行に先立ち買収提案を提出して確認決議を求めるものとします。

　　　　「特定買収行為」とは、（ⅰ）株券等保有割合が20％以上となる当社の株券等の買付行為及びこれに準　

　　　ずる行為として取締役会で定めるもの。又は、（ⅱ）買付け等の後の株券等所有割合が20％以上となる当

　　　社の株券等の公開買付けの開始行為のいずれかに該当する行為をいいます。「確認決議」とは、下記　

　　　（ハ）に定める企業価値委員会が行った勧告決議を受けてなされる本新株予約権下記（へ）の無償割当等　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      を行わない旨の取締役会決議をいいます。

（ハ）　取締役会は、受領した買収提案を、企業価値委員会に速やかに付議することとします。企業価値委員会

　　　は、買収提案を検討し、当該買収提案について取締役会が確認決議を行うべきである旨を勧告する決議

　　　(「勧告決議」)を行うかどうかを審議します。企業価値委員会の決議結果は開示されるものとします。企

　　　業価値委員会の検討・審議期間は、買収提案受領後60営業日(対価を円貨の現金のみとした買付上限株数　

　　　を設けない買収提案以外の場合には90営業日。)を目安とし、合理的理由によりこれらの期間が延びる場

　　　合には、当該理由の開示がなされるものとします。

（ニ）　企業価値委員会における勧告決議の検討・審議は、当該買収提案が企業価値及び株主共同の利益の確

　　　保・向上に適うものであるかどうかの観点から真摯に行われるものとします。なお、以下に掲げる事項が

　　　全て充たされていると認められる買収提案については、企業価値委員会は勧告決議を行わなければならな

　　　いものとします。

　　  ａ.下記のいずれの類型にも該当しないこと

         ・株式を買い占め、その株式について当社又はその関係者に対して高値で買取りを要求する行為

　　　　 ・当社を一時的に支配して当社の重要な資産等を移転させるなど、当社の犠牲の下に買収提案者又

　　　　　 はそのグループ会社その他の関係者の利益を実現する経営を行う行為

         ・当社の資産を買収提案者又はそのグループ会社その他の関係者の債務の担保や弁済原資として流用

           する行為

         ・当社の経営を一時的に支配して将来の事業展開、商品開発等に必要な資産や資金を減少させてその

           処分利益をもって一時的な高配当やそれによる株価の急騰をねらって高値で売り抜けるなど、当社

           の継続的発展を犠牲にして一時的な高いリターンを得ようとする行為

         ・その他、当社の株主、取引先、顧客、従業員等を含む当社の利害関係者の利益を不当に害すること 

           で買収提案者又はそのグループ会社その他の関係者が利益をあげる態様の行為

　　　ｂ.当該買収提案に係る取引の仕組み及び内容等が、関連する法令及び規則等を遵守したものであること

　　　ｃ.当該買収提案に係る取引の仕組み及び内容が、強圧的二段階買付(最初の買付けで全株式の買付けを勧

         誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株

         式買付けを行うことをいいます。)、その他買収に応じることを当社株主に事実上強要するおそれがあ

　　　　 るものではないこと

　　  ｄ.当該買収提案を検討するために必要でかつ虚偽のない情報が、当社の要請等に応じて適時に提供され

         ていること、その他本プランの手続に即した真摯な対応がなされていること

　　　ｅ.当該買収提案を当社が検討(代替案を検討し当社株主に対して提示することを含む。)するための期間

         (買収提案の受領日から60営業日(対価を円貨の現金のみとした買付上限株数を設けない買収提案以外

         の場合には90営業日。なお、これらの日数を超える合理的理由がある場合は当該日数。))が確保され

         ていること

　　　ｆ.当社の本源的価値に照らして不十分又は不適切であると認められる条件による買収提案ではないこと

　　　ｇ.その他企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に適うものであると合理的に認められること

（ホ）　取締役会の確認決議は、企業価値委員会の勧告決議に基づいてなされるものとします。取締役会は、企

      業価値委員会から勧告決議がなされた場合、取締役としての善管注意義務に明らかに反する特段の事情が

      ない限り、確認決議を行わなければならないものとし、確認決議を受けた買収提案に対して本新株予約権

      の無償割当等を行うことができないものとします。
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（へ）　確認決議を得ない特定買収行為が行われた場合、取締役会は、無償割当等の基準日等を定め本新株予約

権の無償割当等を行い、当該基準日時点の株主に本新株予約権を割り当てるものとします。「本新株予約

権」とは、本プランに従い発行される特定買収者等の行使に制約が付された新株予約権をいいます。但し、

無償割当等の基準日以前の日で取締役会が定める日までに特定買収者の株券等保有割合が20%を下回った

ことが明らかになった場合(これに準じる特段の事情が生じたと取締役会が認めた場合を含みます。)には、

取締役会は当該無償割当等を中止し、その効力を生じさせないことができます。

　　 ③　本プランの合理性を高めるための工夫

（イ）　導入にあたっての株主意思の確認

　　　　株主の皆様の意思を適切に反映させる機会を得るため、本プランの導入に先立ち、第72期定時株主総会　

　　　において株主の皆様にご承認いただきました。

（ロ）　本プランが１回の株主総会決議を通じて廃止可能であること

　　　　当社取締役の任期は１年ですので、１回の株主総会普通決議による取締役の選解任を通じて、取締役会　

　　　決議により本プランを廃止することが可能です。

　（ハ）　社外役員からなる企業価値委員会による拘束力ある勧告

　　　　本プランにおける判断の中立性を担保するため、当社社外役員のみから構成される企業価値委員会が、　

　　　企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に適うものであるかどうかの観点から、買収提案について真摯　

　　　に審議します。企業価値委員会から確認決議を行うべきである旨の勧告決議がなされた場合、取締役会　

　　　は、特段の事情がない限り確認決議を行わなければならないこととされています。

　（ニ）　客観性を高めるための仕組み

　　　　本プランにおいて予め定められた要件が全て充たされていると認められる買収提案については、企業価　

　　　値委員会は勧告決議を行わなければならないものとされています。

　（ホ）　第72期定時株主総会承認の有効期間の設定等

　　　　第72期定時株主総会承認の有効期間を第72期定時株主総会から３年に設定し、３年が経過した時点で、

　　　改めて株主の皆様にご判断いただくことを予定しています。

　（ヘ）　政府指針の適法性・合理性の要件を全て充たしていること

　　　　本プランは、経済産業省及び法務省が定めた平成17年５月27日付「企業価値・株主共同の利益の確保又　　

　　　は向上のための買収防衛策に関する指針」が求める適法性の要件及び合理性の要件を全て充たすもので　

　　　す。

４【経営上の重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。
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５【研究開発活動】

　当社グループは、小型エンジン技術を中心に、車体技術・船体技術・制御技術等を応用して、二輪車、マリン商品、特

機商品、サーフェスマウンター、産業用ロボット、自動車用エンジン、その他の分野の商品の研究開発を行っており、当

中間連結会計期間の研究開発費の総額は413億円となりました。

　事業の種類別セグメントごとの状況は次のとおりです。

〔二輪車事業〕

  二輪車事業の当中間連結会計期間の研究開発費は225億円となりました。主な成果は以下のとおりです。

　・ 欧米向けモデルをベースに、日本国内の騒音及び排気ガス規制に対応するとともに、エンジン圧縮比の見直し、

国内専用のＥＣＵ（エンジンコントロールユニット）セッティングなどにより国内道路環境に最適なドライ

バビリティーを実現した日本向けスポーツモデル「FZ1」、「FZ1 FAZER（フェイザー）」の開発

  ・ 「YZF-R」シリーズのイメージを踏襲した外観に加え、新設計の水冷・４ストローク・ＳＯＨＣ・単気筒４バ

ルブ・150ｃｃ・フュエルインジェクションエンジン、剛性バランスに優れた“デルタボックスフレーム”な

どの技術の採用により更に高い走行性能を実現するとともに、次期Ｂｈｒａｔ（バラット）Ⅳ排出ガス規制

（インド国内の排出ガス規制）をクリアする環境性能を実現したインド向けスーパースポーツモデル「

YZF-R15」の開発

  ・ スーパースポーツのイメージリーディングモデルである「YZF-R1」、「YZF-R6」に続く「YZF-R」シリーズ

として、高回転４ストローク・125ｃｃ・フュエルインジェクションエンジンと、軽量高剛性アルミスイング

アームを採用した本格派スーパースポーツ、欧州向け「YZF-R125」の開発

  ・ 米国向けクルーザー「XV17」をベースに、将来的な環境課題を見越したフュエルインジェクションエンジン

により排気ガスのクリーン化に取り組んだ「XV1700A Road Star（ロードスター）」の開発

　・ 「BW’S（ビーウイズ）」のオフロードテイストを継承し、よりタフさを表現した外観を有すると同時に、力強

い低中速加速性能を発揮するエンジンにより、更に高い走行性能を実現したスクーター「YW125」の開発

〔マリン事業〕

  マリン事業では、船外機、ウォータービークル、ボート等の研究開発を行っており、当中間連結会計期間の研究開

発費は89億円となりました。主な成果は以下のとおりです。

  ・ 大型船外機の代表機種である４ストローク250馬力の「F250A」にＤＢＷ（ドライブ・バイ・ワイヤー）リモ

コンシステムを採用することにより、さらにスムーズなシフト操作とスロットル応答を実現し、信頼性と快適

性を向上した「F250B」の開発。同時に、コンシールドリモコン（埋め込み式リモコン）を新規開発し、これま

で主として外洋向けフィッシングボートに限られていたＤＢＷシステムの適用範囲を、ポンツーンやデッキ

ボートなどの内水面（湖川）用ボートにも拡大

  ・ 新開発の船型により高レベルの航走性能や機能性を有し、美しくスタイリッシュな外観と質感の高い内装な

ど、高級感を追求した次世代のコンバーチブルボート「EXULT（イグザルト）45 CONVERTIBLE」の開発

  ・ 優れた居住性と航走性能、ビッグゲームフィッシングに対応した高い機能性を両立したスポーツ・コンバー

チブルボート「YAMAHA 38 CONVERTIBLE Open View」の開発

〔特機事業〕

  特機事業では、四輪バギー、サイド・バイ・サイド・ビークル、スノーモビル、ゴルフカー、汎用エンジン等の研究

開発を行っており、当中間連結会計期間の研究開発費は40億円となりました。主な成果は以下のとおりです。

  ・ 新型の水冷・４ストローク・単気筒・558ｃｃ・フュエルインジェクションエンジンを搭載し、ユーティリ

ティー最上位モデル「GRIZZLY（グリズリー）700FI」をベースにその基本性能を扱いやすい中間排気量で

実現した四輪バギー「GRIZZLY 550FI」の開発

  ・ 新設計の強制空冷・４ストローク・単気筒・88ｃｃ・ＣＶＴエンジンをスポーティーなイメージの車体に搭

載し、優れた扱い易さを備えた子供用（12歳以上）スポーツモデルの四輪バギー「YFM90R」の開発

  ・ 水冷・４ストローク・３気筒・1000ｃｃエンジンを搭載し、優れた走破性、利便性を備えたスノーモビル「

FX Nytro（ナイトロ）R-TX SE」の開発

  ・ 水冷・４ストローク・２気筒・500ｃｃエンジンを搭載し、エントリーモデルとして最適バランスの性能を備

えたスノーモビル「PHAZER（フェイザー）R-TX」の開発

  ・ 4.0ｋＶＡクラスで最高レベルの静粛性と長時間運転を実現した軽量・コンパクトな大型インバーター発電機

「EF4000iSE」の開発
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〔その他の事業〕

  その他の事業では、サーフェスマウンター、産業用ロボット、自動車用エンジン、自転車等の研究開発を行ってお

り、当中間連結会計期間の研究開発費の合計額は60億円となりました。主な成果は以下のとおりです。

  ・ ＩＭ事業（※１）の電子部品実装分野における、業界最高水準の面積生産性を有する小型高速マウンター

（表面実装機）「YS12」、「YG12」、インテリジェンス機能を向上したマウンター「YS88」、「YS100」、検

査時間の短縮と検査精度の向上を両立した光学式基板検査装置「YVi-DTL」、「YVi-LH」、及び品質向上支援

システムソフトウェア「QAオプション」の開発

  ・ ＰＡＳ事業（※２）における、バッテリー性能が向上しアシスト性能が進化した電動ハイブリッド自転車「

PAS リチウムシリーズ」、デザイン性を重視し快適で使いやすい機能装備を充実させた電動ハイブリッド自転

車「PAS CITY-M リチウム」などの開発 

　（注）※１　ＩＭ　は、Intelligent Machinery（インテリジェント　マシーナリー：産業用ロボット）の略です。

　　　　※２　ＰＡＳは、Power Assist System（パワーアシストシステム）の略です。

EDINET提出書類

ヤマハ発動機株式会社(E02168)

半期報告書

12/87



第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備計画の完了

　  ヤマハマリン㈱において、平成18年４月に着手した新工場用地取得及び建設、生産設備新設が平成20年５月に

　　完了しました。

(2）重要な設備計画の変更

　該当事項はありません。　　　　　

(3）重要な設備の新設の計画 

　当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画については、次のとおりです。

会社名
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容 所在地
投資予定
金額

（百万円）

資金調達
方法

着手及び完了予定

着手 完了

India Yamaha Motor Pvt. 

Ltd.
二輪車

新工場建設

及び生産能力

増強

インド 3,672

自己資金

及び

借入金

平成20年３月 平成21年４月

Yamaha Motor Philippines

, 　　　　　　

Inc.

二輪車

新工場建設

及び生産能力

増強

フィリピ

ン
4,468

自己資金

及び

借入金

平成20年４月 平成20年９月

 （注）　上記金額に、消費税等は含まれていません。

(4）重要な設備の除却等の計画　　　

　　該当事項はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式  600,000,000

計  600,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年９月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 286,483,784 286,507,784
東京証券取引所

市場第１部
―

計 286,483,784 286,507,784 ― ―

　（注）　提出日現在発行数には、平成20年９月１日からこの半期報告書提出日までに転換社債の転換により発行された

　　　株式数は含まれていません。
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(2)【新株予約権等の状況】

①　ストックオプション

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。

平成16年６月24日定時株主総会決議

　
中間会計期間末現在
（平成20年６月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数 300個 ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数 30,000株 ―

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,705円 ―

新株予約権の行使期間
 平成18年８月２日から平成20年８

 月１日まで
―

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額

　１．新株予約権の行使により株式

　　を発行する場合の１株当たりの

    発行価格　　　　     1,705円

　２．新株予約権の行使により株式

　　を発行する場合の１株当たりの

    資本組入額　　　　     853円　　　　　

　　　　

―

新株予約権の行使の条件

　１．新株予約権者は解任、解雇、

　　その他新株予約権発行の取締役

    会決議に基づき当社と新株予約

    権者との間で締結する「新株予

    約権割当契約」に定める事由に 

    より、当社または当社の関係会

　　社の取締役、執行役員、または

　　従業員の地位を失った場合に

　　は、新株予約権を行使すること

　　はできない。

　２．新株予約権者の相続人による

　　新株予約権の行使は認めない。 　　　

　　

―

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するには取締役

 会の承認を要する。
―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― ―

 （注）  新株予約権の行使期間が平成20年８月１日で終了しているため、提出日の前月末現在において上記新株予約権

     　は存在しません。なお、平成20年６月30日現在未行使の新株予約権300個のうち240個が行使期間中に行使され、

       60個が失効しました。
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。

平成20年５月29日取締役会決議

　
中間会計期間末現在
（平成20年６月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数 755個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 75,500株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり2,205円 同左

新株予約権の行使期間
平成22年６月13日から平成26年６

月12日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額

１．新株予約権の行使により株式

を発行する場合の１株当たりの

発行価格　　　　     2,740円

２．新株予約権の行使により株式

を発行する場合の１株当たりの

資本組入額　　　     1,370円

同左

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権者は解任、解雇その

他の新株予約権の発行の取締役

会決議に基づき当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定める事由に

より、当社の取締役または執行役

員の地位を失った場合には、新株

予約権を行使することはできな

い。

２．新株予約権者の相続人による

新株予約権の行使は認めない。

 ３．その他の権利行使の条件は、

　 当社と新株予約権者との間で締

   結する「新株予約権割当契約」

   に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― ―

②　旧転換社債等

　当社は、旧商法に基づき転換社債を発行しています。平成20年６月30日現在及び平成20年８月31日現在の転換社

債の残高、転換価格及び資本組入額は次のとおりです。

銘柄
平成20年６月30日現在 平成20年８月31日現在

残高 転換価格 資本組入額 残高 転換価格 資本組入額

第４回無担保転換

社債
３百万円 828円00銭

１株につき

414円
３百万円 828円00銭

１株につき

414円
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(3)【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成20年１月１日～

　平成20年６月30日※１
26 286,483 22 48,322 22 60,411

　（注）※１　新株予約権の行使による増加です。

２　平成20年７月１日から平成20年８月１日までに新株予約権の行使により、発行済株式数が24,000株、

　資本金及び資本準備金がそれぞれ20百万円増加しています。
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(5)【大株主の状況】

　 平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ヤマハ株式会社 静岡県浜松市中区中沢町10番１号 42,271 14.76

ステート　ストリート　バンク　ア

ンド　トラスト　カンパニー（常任

代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務室）

米国　マサチューセッツ州　ボストン市

 （東京都中央区日本橋兜町６番７号）
27,355 9.55

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 12,500 4.36

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 10,938 3.82

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 10,339 3.61

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 8,731 3.05

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 8,586 3.00

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10番地 6,813 2.38

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 5,359 1.87

ステート　ストリート　バンク　ア

ンド　トラスト　カンパニー　５０

５１０３（常任代理人　株式会社

みずほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室）

米国　マサチューセッツ州　ボストン市

 （東京都中央区日本橋兜町６番７号）
4,174 1.46

計 ― 137,070 47.85

　(注)　 ドッチ・アンド・コックスが平成19年12月20日付けで提出した大量保有報告書の変更報告書（№2）の写しの送　

　　　 付があり、平成19年12月14日現在で22,220千株を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間会計

       期間末現在における所有株式数の確認ができていませんので、上記大株主の状況には含めていません。

　　　　 なお、当該変更報告書に記載の保有株式数及び当中間会計期間末現在の発行済株式総数に対する割合は以下　　　　　

　　　 のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ドッチ・アンド・コックス（

Dodge & Cox） 

米国　カリフォルニア州　サンフランシスコ

市　カリフォルニア・ストリート555、40階
22,220 7.76

計 ― 22,220 7.76
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　　　　　　　― 　　　　　　　― 　　　　　　　―

議決権制限株式（自己株式等） 　　　　　　　― 　　　　　　　― 　　　　　　　―

議決権制限株式（その他） 　　　　　　　― 　　　　　　　― 　　　　　　　―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　   103,600

（相互保有株式）

普通株式      71,400

　　　　　　　― 　　　　　　　―

完全議決権株式（その他） 普通株式 286,136,700 　        2,861,312 　　　　　　　―

単元未満株式 普通株式     172,084 　　　　　　　―
   １単元（100株）

     未満の株式

発行済株式総数 　       286,483,784          　　　 ―        　　　 　―

総株主の議決権  　　　　　　　　― 　         2,861,312 　　　　　　　―

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式5,500株が含まれています　

が、議決権の数の欄には同機構名義の議決権55個は含まれていません。

２　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれています。

　　ヤマハ発動機株式会社　27株、サクラ工業株式会社　59株、Ａ．Ｉ．Ｓ株式会社　50株

　

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合
（％）

（自己保有株式）

ヤマハ発動機株式会社
静岡県磐田市新貝2500番地 103,600 ― 103,600 0.04

（相互保有株式）

サクラ工業株式会社

静岡県浜松市東区半田町

18番地
71,200 ― 71,200 0.02

（相互保有株式）

Ａ．Ｉ．Ｓ株式会社

静岡県浜松市東区有玉西町

777番地の１
200 ― 200 0.00

計 ― 175,000 ― 175,000 0.06
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２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 2,700 2,665 2,050 2,115 2,165 2,290

最低（円） 2,000 1,998 1,658 1,733 1,885 1,959

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しています。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しています。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、新日本監査法人による中間監査を受けています。また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中

間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成20

年１月１日から平成20年６月30日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人による中間監査を受けて

います。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しています。
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１【中間連結財務諸表等】

(1)【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

　 　
前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

現金及び預金 ※2　  109,190   110,755   110,702  

受取手形及び売掛金
※2
※5

 278,263   265,859   243,482  

たな卸資産 ※2  290,547   331,211   325,173  

繰延税金資産 　  49,592   35,850   40,330  

その他 　  38,305   46,194   40,499  

貸倒引当金 　  △7,069   △7,298   △7,089  

流動資産合計 　  758,830 62.0  782,572 60.6  753,098 59.8

Ⅱ　固定資産 　          

　有形固定資産 　          

建物及び構築物
※1
※2

104,203   107,926   107,940   

機械装置及び
運搬具

※1
※2

121,766   125,525   119,208   

土地 ※2 94,527   93,369   94,174   

その他
※1
※2

50,664 371,162  63,373 390,194  63,278 384,601  

  無形固定資産   4,678   5,386   5,612  

  投資その他の資産 　          

投資有価証券 ※2 37,346   49,532   55,938   

繰延税金資産 　 14,780   26,348   22,435   

その他 　 38,970   38,202   38,015   

貸倒引当金 　 △1,623 89,474  △1,319 112,764  △1,271 115,117  

固定資産合計 　  465,314 38.0  508,345 39.4  505,331 40.2

資産合計 　  1,224,145 100.0  1,290,918 100.0  1,258,430 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

支払手形及び買掛金 ※5  194,779   197,482   196,118  

短期借入金 ※2  142,840   198,524   155,701  

１年以内に償還の
社債

　  －　   3   －　  

コマーシャル・
ペーパー

　  12,000   34,000   35,000  

未払金 　  45,572   40,309   35,717  

未払法人税等 　  15,848   3,443   9,563  

賞与引当金 　  10,804   10,704   10,636  

製品保証引当金 　  36,746   36,707   32,116  

その他 　  93,473   92,623   101,555  

流動負債合計 　  552,065 45.1  613,798 47.5  576,409 45.8

Ⅱ　固定負債 　          

社債 　  3   －　   3  

長期借入金 ※2  44,285   32,639   39,051  

再評価に係る
繰延税金負債

　  12,763   12,630   12,630  

退職給付引当金 　  34,611   34,063   34,633  

役員退職慰労
引当金

　  215   191   220  

製造物賠償責任
引当金

　  1,240   16,766   16,768  

二輪車リサイクル
引当金

　  1,023   1,097   1,061  

その他 ※2  6,716   9,890   8,430  

固定負債合計 　  100,860 8.2  107,278 8.3  112,799 9.0

負債合計 　  652,925 53.3  721,076 55.9  689,209 54.8
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前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本 　          

１　資本金 　  48,281 3.9  48,322 3.7  48,300 3.8

２　資本剰余金 　  60,764 5.0  60,807 4.7  60,784 4.8

３　利益剰余金 　  387,252 31.6  421,952 32.7  401,972 31.9

４　自己株式 　  △171 △0.0  △188 △0.0  △186 △0.0

株主資本合計 　  496,126 40.5  530,893 41.1  510,870 40.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１　その他有価証券
評価差額金

　  6,767 0.6  427 0.0  4,660 0.4

２　繰延ヘッジ損益 　  △1,847 △0.2  △1,718 △0.1  △253 △0.0

３　土地再評価差額金 　  17,399 1.4  17,197 1.3  17,198 1.4

４　為替換算調整勘定 　  18,298 1.5  △16,653 △1.3  △2,251 △0.2

評価・換算差額
等合計

　  40,618 3.3  △747 △0.1  19,353 1.5

Ⅲ　新株予約権 　  － －  10 0.0  －　 －

Ⅳ　少数株主持分 　  34,474 2.8  39,685 3.1  38,997 3.1

純資産合計 　  571,219 46.7  569,841 44.1  569,221 45.2

負債純資産合計 　  1,224,145 100.0  1,290,918 100.0  1,258,430 100.0
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②【中間連結損益計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  930,335 100.0  869,057 100.0  1,756,707 100.0

Ⅱ　売上原価 　  681,548 73.3  654,175 75.3  1,280,616 72.9

売上総利益 　  248,787 26.7  214,882 24.7  476,090 27.1

Ⅲ　販売費及び
一般管理費

※1  176,639 19.0  168,181 19.4  349,092 19.9

営業利益 　  72,147 7.8  46,701 5.4  126,998 7.2

Ⅳ　営業外収益 　          

受取利息 　 8,287   7,075   16,355   

持分法による
投資利益

　 1,764   1,085   2,669   

為替差益 　 703   －　   696   

販売金融資産
評価差益

　 650   271   4,339   

その他 　 5,087 16,493 1.8 5,705 14,137 1.6 10,976 35,038 2.0

Ⅴ　営業外費用 　          

支払利息 　 5,396   4,328   8,520   

早期退職制度費用 　 15   －   606   

為替差損 　 －　   1,846   －　   

販売金融関連費用 　 2,340   1,885   2,804   

その他 　 4,487 12,239 1.3 1,549 9,610 1.1 9,767 21,697 1.2

経常利益 　  76,401 8.2  51,228 5.9  140,338 8.0

Ⅵ　特別利益 　          

固定資産売却益 ※2 1,100   237   1,297   

投資有価証券   
売却益

　 －　   0   1,522   

その他 　 4 1,105 0.1 －　 237 0.0 4 2,824 0.2

Ⅶ　特別損失 　          

固定資産処分損 ※3 1,045   621   2,869   

減損損失 　 －　   131   －　   

投資有価証券
売却損

　 －　   6   －　   

製造物賠償責任
引当金特別繰入額

　 －　 1,045 0.1 －　 759 0.1 15,530 18,399 1.0

税金等調整前
中間（当期）
純利益

　  76,461 8.2  50,706 5.8  124,764 7.1

法人税、住民税
及び事業税

　 29,992   17,159   49,176   

法人税等調整額 　 △8,348 21,643 2.3 3,064 20,223 2.3 △5,542 43,633 2.5

少数株主利益 　  5,223 0.6  4,632 0.5  9,908 0.6

中間（当期）
純利益

　  49,594 5.3  25,850 3.0  71,222 4.1
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高

（百万円）
48,168 60,651 343,529 △157 452,190

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 112 112   225

土地再評価差額金の取崩   138  138

剰余金の配当   △6,009  △6,009

中間純利益   49,594  49,594

連結子会社の増加   334  334

持分法適用会社の減少　　　   △334  △334

自己株式の取得    △14 △14

自己株式の処分  0  0 1

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
     

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
112 113 43,723 △13 43,936

平成19年６月30日残高

（百万円）
48,281 60,764 387,252 △171 496,126

 

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高

（百万円）
6,745 △1,773 17,538 △4,068 18,442 30,421 501,054

中間連結会計期間中の変動額        

新株の発行       225

土地再評価差額金の取崩       138

剰余金の配当       △6,009

中間純利益       49,594

連結子会社の増加       334

持分法適用会社の減少       △334

自己株式の取得       △14

自己株式の処分       1

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
22 △74 △138 22,366 22,176 4,052 26,228

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
22 △74 △138 22,366 22,176 4,052 70,164

平成19年６月30日残高

（百万円）
6,767 △1,847 17,399 18,298 40,618 34,474 571,219

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日残高

（百万円）
48,300 60,784 401,972 △186 510,870

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 22 22   44

土地再評価差額金の取崩   0  0
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

剰余金の配当   △5,870  △5,870

中間純利益   25,850  25,850

連結子会社の増加   647  647

連結子会社の減少   △47  △47

持分法適用会社の増加   160  160

持分法適用会社の減少　　　   △761  △761

自己株式の取得    △3 △3

自己株式の処分  0  1 1

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
     

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
22 22 19,980 △2 20,023

平成20年６月30日残高

（百万円）
48,322 60,807 421,952 △188 530,893

 

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高

（百万円）
4,660 △253 17,198 △2,251 19,353 － 38,997 569,221

中間連結会計期間中の変動額         

新株の発行        44

土地再評価差額金の取崩        0

剰余金の配当        △5,870

中間純利益        25,850

連結子会社の増加        647

連結子会社の減少        △47

持分法適用会社の増加        160

持分法適用会社の減少        △761

自己株式の取得        △3

自己株式の処分        1

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△4,233 △1,465 △0 △14,401 △20,101 10 687 △19,403

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
△4,233 △1,465 △0 △14,401 △20,101 10 687 619

平成20年６月30日残高

（百万円）
427 △1,718 17,197 △16,653 △747 10 39,685 569,841

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高

（百万円）
48,168 60,651 343,529 △157 452,190

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 131 131   263

土地再評価差額金の取崩   340  340

剰余金の配当   △11,879  △11,879

当期純利益   71,222  71,222
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

連結子会社の増加   1,000  1,000

連結子会社の減少   △1,239  △1,239

持分法適用会社の減少　　　   △1,000  △1,000

自己株式の取得    △30 △30

自己株式の処分  1  1 2

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動額（純額）
     

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
131 133 58,443 △28 58,679

平成19年12月31日残高

（百万円）
48,300 60,784 401,972 △186 510,870

 

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高

（百万円）
6,745 △1,773 17,538 △4,068 18,442 30,421 501,054

連結会計年度中の変動額        

新株の発行       263

土地再評価差額金の取崩       340

剰余金の配当       △11,879

当期純利益       71,222

連結子会社の増加       1,000

連結子会社の減少       △1,239

持分法適用会社の減少       △1,000

自己株式の取得       △30

自己株式の処分       2

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動額（純額）
△2,084 1,520 △340 1,816 911 8,575 9,487

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
△2,084 1,520 △340 1,816 911 8,575 68,166

平成19年12月31日残高

（百万円）
4,660 △253 17,198 △2,251 19,353 38,997 569,221
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
連結キャッシュ・フロー

計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動による
    キャッシュ・フロー

　    

税金等調整前中間
（当期）純利益

　 76,461 50,706 124,764

減価償却費 　 25,172 28,290 54,578

減損損失 　 － 131 －

負ののれん償却額 　 － △0 －

貸倒引当金の増減額
（△は減少額）

　 △19 550 △460

退職給付引当金の
増減額
（△は減少額）

　 246 △341 236

製造物賠償責任　　引
当金の増減額
（△は減少額）

　 － － 15,527

受取利息及び
受取配当金

　 △8,537 △7,684 △17,182

支払利息 　 5,396 4,328 8,520

為替差益又は差損
（△は差益）

　 △65 28 16

持分法による
投資利益又は損失
（△は利益）

　 △1,764 △1,085 △2,669

有形・無形固定資産
売却益

　 △1,100 △237 △1,297

有形・無形固定資産
処分損

　 1,045 621 2,869

投資有価証券　　　売
却損益（△は益）

　 － 5 △1,522

売上債権の増減額
（△は増加額）

　 △42,331 △30,262 △15,194

たな卸資産の増減額
（△は増加額）

　 21,306 △11,263 △22,399

仕入債務の増減額
（△は減少額）

　 △216 6,672 8,689

その他 　 20,143 4,681 10,258

小計 　 95,737 45,143 164,735

利息及び配当金の
受取額

　 7,823 8,610 17,633

利息の支払額 　 △5,375 △4,516 △8,381

法人税等の支払額 　 △25,549 △23,230 △51,257

営業活動による
キャッシュ・フロー

　 72,636 26,006 122,730
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前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
連結キャッシュ・フロー

計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

　    

定期預金の預入
による支出

　 △9,721 △9,986 △27,372

定期預金の払戻
による収入

　 11,380 18,017 21,049

有形・無形固定資産
の取得による支出

　 △35,478 △50,575 △83,977

有形・無形固定資産
の売却による収入

　 5,933 1,700 11,141

投資有価証券の取得
による支出

　 △631 △2,515 △23,073

投資有価証券の売却
による収入

　 － 123 3

連結子会社株式の　
追加取得による支出

※2　 － △0 △778

連結子会社株式の　
売却による収入

　 －　 － 2,834

長期貸付けによる
支出

　 △1,926 △7 △2,904

長期貸付金の回収
による収入

　 16 221 105

その他 　 △772 △2,095 △2,835

投資活動による
キャッシュ・フロー

　 △31,199 △45,117 △105,807
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前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
連結キャッシュ・フロー

計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

　    

短期借入金の増減額
（△は減少額）

　 △2,930 25,049 34,783

長期借入れによる
収入

　 117 11,526 1,033

長期借入金の返済
による支出

　 △3,142 △73 △9,672

少数株主の増資引受
による収入

　 － 2,107 －

配当金の支払額 　 △6,009 △5,870 △11,879

少数株主に対する
配当金の支払額

　 △3,044 △3,682 △3,274

自己株式の取得及び
処分（△は取得）

　 △13 △2 △28

資本金及び
資本剰余金の増加額

　 166 44 204

財務活動による
キャッシュ・フロー

　 △14,856 29,099 11,166

Ⅳ　現金及び現金同等物に
係る換算差額

　 4,804 △3,623 △786

Ⅴ　現金及び現金同等物の
増減額（△は減少額）

　 31,384 6,365 27,303

Ⅵ　現金及び現金同等物の
期首残高

　 74,384 102,079 74,384

Ⅶ　新規連結による現金
及び現金同等物の
増加額

　 266 859 392

Ⅷ　連結除外による現金
及び現金同等物の
減少額

　 － △98 －

Ⅸ　現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

※1 106,036 109,206 102,079
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社　 　107社

主要な連結子会社名

Yamaha Motor Corporation, U.S.

A.、Yamaha Motor Europe N.V.、

PT.Yamaha Indonesia Motor

Manufacturing

　国内子会社のうちヤマハ発動機

販売㈱（本店所在地：静岡県浜松

市）は、ＹＭＳＪ㈱（※１）、ヤマ

ハモーターパワープロダクツ㈱、

㈱ワイエスを承継先とする会社分

割、及び当社を存続会社とする吸

収合併により、連結の範囲から除

外しました。また、㈱ワイ・イー・

ディーは清算により、連結の範囲

から除外しました。

　海外子会社のうちPT.Yamaha

Motor Nuansa Indonesia、台湾山葉

發動機研究開發中心股?有限公

司、雅馬哈發動機研發（上海）有

限公司は重要性が増加したため、

当中間連結会計期間より連結の範

囲に含めました。

　Yamaha Motor Research &

Development Europe S.r.l.（※２）

などの非連結子会社は、総資産、売

上高、中間純損益及び利益剰余金

等を考慮した場合、全体としても

中間連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていません。

　なお、海外子会社のYamaha

Engines Co.,Ltd.は清算により、

Moric Singapore Pte.Ltd.は清算手続

きが進行中で重要性がなくなった

ことにより、連結の範囲から除外

しました。

　

※１　ＹＭＳＪ㈱は、平成19年１月１

日付けでヤマハ発動機販売㈱

（現本店所在地：東京都港区）

に商号を変更しました。

※２　Yamaha Motor Research &

Development Europe S.r.l.は、平成

19年１月15日をもってYamaha

Motor Components (Europe) S.r.l.が

商号を変更したものです。

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社　 　112社

主要な連結子会社名

Yamaha Motor Corporation, U.S.

A.、Yamaha Motor Europe N.V.、

PT.Yamaha Indonesia Motor

Manufacturing

　国内子会社のうち㈱ピーアンド

シーサービスは清算により、連結

の範囲から除外しました。

　海外子会社のうちYamaha Motor

Research & Development Europe S.r.

l.、Yamaha Motor Philippines, Inc.、

LIYAM Property, Inc.、Yamaha Motor

Argentina S.A. は重要性が増加した

ため、当中間連結会計期間より連

結の範囲に含めました。

　HL Yamaha Motor Research Centre

Sdn.Bhd.などの非連結子会社は、総

資産、売上高、中間純損益及び利益

剰余金等を考慮した場合、全体と

しても中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていません。

　なお、海外子会社のYamaha Motor

Distribution B.V.、Yamaha Motor

Finance(Europe) B.V.はYamaha

Motor Europe N.V.を存続会社とす

る吸収合併により、連結の範囲か

ら除外しました。

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社　　　111社

主要な連結子会社名

Yamaha Motor Corporation, U.S.

A.、Yamaha Motor Europe N.V.、

PT.Yamaha Indonesia Motor

Manufacturing

　国内子会社のうちヤマハ発動機販

売㈱（本店所在地：静岡県浜松

市）は、ＹＭＳＪ㈱（※１）、ヤマ

ハモーターパワープロダクツ㈱、㈱

ワイエスを承継先とする会社分割、

及び当社を存続会社とする吸収合

併により、連結の範囲から除外しま

した。また、㈱ワイ・イー・ディー

は清算により、連結の範囲から除外

しました。

　海外子会社のうちPT.Yamaha Motor

Nuansa Indonesia、台湾山葉發動機研

究開發中心股?有限公司、雅馬哈發

動機研發（上海）有限公司は重要

性が増加したため、当連結会計年度

より連結の範囲に含めました。ま

た、当連結会計年度に設立した

Yamaha Motor Distribution Latin

America Inc.、India Yamaha Motor Pvt.

Ltd.、Yamaha Motor Middle Europe B.

V.、Yamaha Motor Personnel Service

Mexico, S.A.de C.V.を連結の範囲に

含めました。また、株式の新規取得

によりYamaha Motor Polska Sp. z o.

o.を、株式の追加取得によりYamaha

Motor (UK) Limited、Yamaha Motor

Deutschland GmbH.を連結の範囲に

含めました。

　Yamaha Motor Research &

Development Europe S.r.l.（※２）な

どの非連結子会社は、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等を

考慮した場合、全体としても連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ません。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

  　　　なお、海外子会社のOhlins Racing AB

、Ohlins USA Inc.は株式売却によ

り、Yamaha Engines Co., Ltd.は清算

により、連結の範囲から除外しま

した。また、Moric Singapore Pte.

Ltd.、INNO Reinsurance Pte. Ltd.は

解散により重要な影響を及ぼさな

くなったため、連結の範囲から除

外しました。

※１　ＹＭＳＪ㈱は、平成19年１月１

日付けでヤマハ発動機販売㈱

（現本店所在地：東京都港区）

に商号を変更しました。

※２　Yamaha Motor Research &

Development Europe S.r.l.は、平成

19年１月15日をもってYamaha

Motor Components (Europe) S.r.l.が

商号を変更したものです。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

２　持分法の適用に関する事項

持分法適用子会社　11社

Yamaha Motor Research &

Development Europe S.r.l.

（※）

他10社

２　持分法の適用に関する事項

持分法適用子会社　7社

HL Yamaha Motor Research

Centre Sdn.Bhd.

他6社

２　持分法の適用に関する事項

持分法適用子会社　11社

Yamaha Motor Research &

Development Europe S.r.l.

（※）

他10社

持分法適用関連会社　29社

重慶建設・雅馬哈摩托車有

限公司

他28社

　PT.Yamaha Motor Nuansa Indonesia

、台湾山葉發動機研究開發中心股

?有限公司、雅馬哈發動機研發

（上海）有限公司は重要性が増加

したため、当中間連結会計期間よ

り連結子会社へと異動しました。

　PT.Melco Indonesiaなどの非連結

子会社６社及び海南科達雅游艇製

造有限公司などの関連会社５社に

ついては、中間連結純損益及び連

結利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要

性がないため、これらの会社に対

する投資については、持分法を適

用せず、原価法によっています。

　

※　Yamaha Motor Research &

Development Europe S.r.l.は、平成19

年１月15日をもってYamaha Motor

Components (Europe) S.r.l.が商号を

変更したものです。

持分法適用関連会社　27社

重慶建設・雅馬哈摩托車有

限公司

他26社

  A.I.S㈱は重要性が増加したため、

当中間連結会計期間より持分法の

適用の範囲に含めました。

　Yamaha Motor Research &

Development Europe S.r.l.、Yamaha

Motor Argentina S.A. は重要性が増

加したため、当中間連結会計期間

より連結子会社へと異動しまし

た。　

　従来持分法適用会社であった

Dawood Yamaha Limitedは当社が所

有していた株式をすべて売却した

ことにより、YEC Europe S.r.l.

は清算により、また、Elm Design 

Europe S.r.l.は清算手続きに入り、重

要性がなくなったため、当中間連結

会計期間より持分法の適用の範囲

から除きました。 

　PT.Melco Indonesiaなどの非連結

子会社４社及び海南科達雅游艇製

造有限公司などの関連会社３社に

ついては、中間連結純損益及び連

結利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要

性がないため、これらの会社に対

する投資については、持分法を適

用せず、原価法によっています。

　

持分法適用関連会社　27社

重慶建設・雅馬哈摩托車有

限公司

他26社

　PT.Yamaha Motor Nuansa Indonesia、

台湾山葉發動機研究開發中心股?

有限公司、雅馬哈發動機研發（上

海）有限公司は重要性が増加した

ため、当連結会計年度より連結子会

社へと異動しました。また、株式の

追加取得によりYamaha Motor (UK)

Limited、Yamaha Motor Deutschland

GmbH.は連結子会社へと異動しま

した。

　PT.Melco Indonesiaなどの非連結子

会社５社及び海南科達雅游艇製造

有限公司などの関連会社５社につ

いては、連結純損益及び連結利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する投資につ

いては、持分法を適用せず、原価法

によっています。

　

 ※　Yamaha Motor Research & 

　 Development Europe S.r.l.は、平　

　 成19年１月15日をもってYamaha

　 Motor Components (Europe)

　 S.r.l.が商号を変更したものです。

３　連結子会社の中間決算日等に関す

る事項

　すべての連結子会社の中間会計期

間の末日は、中間連結決算日と一致

しています。

３　連結子会社の中間決算日等に関す

る事項

　連結子会社のうちYamaha Motor

Polska Sp. z o.o.の中間決算日は９月

30日です。

　中間連結財務諸表の作成に当たっ

て、Yamaha Motor Polska Sp. 　　z o.o.

については、中間連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表

を使用しています。

３　連結子会社の事業年度等に関する

事項

　連結子会社のうちYamaha Motor

Polska Sp. z o.o.の決算日は３月31日

です。

　連結財務諸表の作成に当たって、

Yamaha Motor Polska Sp. 　　z o.o.に

ついては、連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用

しています。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

(イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定しています。）

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

(イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

(イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しています。）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(ロ）デリバティブ

　時価法

(ロ）デリバティブ

同左

(ロ）デリバティブ

同左

(ハ）たな卸資産

　主として総平均法による低価

法

(ハ）たな卸資産

同左

(ハ）たな卸資産

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

(イ）有形固定資産

主として定率法

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

(イ）有形固定資産

主として定率法

（追加情報）

１．当社及び国内連結子会社は、法

  人税法の改正に伴い、平成19年３

  月31日以前に取得した有形固定資

  産については、改正前の法人税法

  に基づく減価償却の方法を適用

  し、取得価額の５％に到達した連

  結会計年度の翌連結会計年度よ

　り、取得価額の５％相当額と備忘

  価額との差額を５年間にわたり均

  等償却し、減価償却費に含めて計

  上しています。　　　　　　  

    これにより、従来と同一の処理 

  方法を適用した場合と比べて、当

  中間連結会計期間の営業利益、経

  常利益、税金等調整前中間純利益

  は613百万円減少しています。　　　  

　なお、セグメント情報に与える

  影響は、当該箇所に記載していま

  す。

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

(イ）有形固定資産

主として定率法
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 ２．当社及び国内連結子会社におい 

  て平成19年４月１日以降に取得し

  た有形固定資産の減価償却の方法

  については、改正後の法人税法に

  対応した固定資産に関するシステ

  ムの稼動が前連結会計年度の下期

  以降になったため、前中間連結会

  計期間は、平成19年度の法人税法

  改正前の減価償却の方法によって

  いますが、前連結会計年度の下期

  においては、改正後の減価償却の

  方法に変更しています。　　　　　　　　　　

　　　　　

　  そのため、変更後の処理方法を

  適用した場合と比べて、前中間連

  結会計期間の営業利益、経常利

  益、税金等調整前中間純利益は、

  139百万円多く計上されています。

 

(ロ）無形固定資産

　定額法

　自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しています。

(ロ）無形固定資産

同左

　

 

 

 

 

(ロ）無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

　売掛金、貸付金その他これら

に準ずる債権を適正に評価す

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しています。

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

同左

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

同左

(ロ）賞与引当金

　従業員及び使用人兼務取締役

に対して支給する賞与に充て

るため、支給見込額に基づき計

上しています。

(ロ）賞与引当金

同左

(ロ）賞与引当金

同左
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(ハ）役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与に

充てるため、支給見込額に基づ

き計上することとしています。

　なお、中間連結会計期間にお

いては、役員賞与の金額を合理

的に見積ることが困難である

ため、計上していません。

(ハ）役員賞与引当金

　　　　同左

(ハ）役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与に

充てるため、支給見込額に基づ

き計上しています。 

(ニ）製品保証引当金

　販売済製品の保証期間中のア

フターサービス費用、その他販

売済製品の品質問題に対処す

る費用に充てるため、発生額を

個別に見積ることができる費

用については当該費用を、その

他については保証期間に基づ

いて売上高に経験率（アフ

ターサービス費用／売上高）

を乗じて計算した額を計上し

ています。

(ニ）製品保証引当金

同左

(ニ）製品保証引当金

同左

(ホ）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末に発生していると認

められる額を計上しています。

　過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（主として10年）による定額

法により費用処理しています。

　数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（主として10年）による定

額法により翌連結会計年度か

ら費用処理しています。

(ホ）退職給付引当金

同左

(ホ）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上していま

す。

　過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（主として10年）による定額

法により費用処理しています。

　数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（主として10年）による定

額法により翌連結会計年度か

ら費用処理しています。

(ヘ）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規による必要額を

計上しています。

(ヘ）役員退職慰労引当金

同左

(ヘ）役員退職慰労引当金

同左

 

EDINET提出書類

ヤマハ発動機株式会社(E02168)

半期報告書

37/87



前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(ト）製造物賠償責任引当金

　製造物賠償責任保険で補填さ

れない損害賠償金の支払に備

えるため、過去の実績を基礎に

支払見積額を計上しています。

(ト）製造物賠償責任引当金

同左

(ト）製造物賠償責任引当金

同左

(チ）二輪車リサイクル引当金

　二輪車のリサイクル費用に充

てるため、販売実績に基づいて

リサイクル費用見込額を計上

しています。

(チ）二輪車リサイクル引当金

同左

(チ）二輪車リサイクル引当金

同左

(4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、主として通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理

によっています。

(4）重要なリース取引の処理方法

同左

(4）重要なリース取引の処理方法

同左

(5）重要なヘッジ会計の方法

(イ）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用してい

ます。なお、為替予約について

は振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を、金利ス

ワップについては特例処理の

要件を満たしている場合は特

例処理を採用しています。

(5）重要なヘッジ会計の方法

(イ）ヘッジ会計の方法

同左

(5）重要なヘッジ会計の方法

(イ）ヘッジ会計の方法

同左

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

　当社グループは、外貨建金銭

債権債務に対しては先物為替

予約取引及び通貨オプション

取引、長期借入金の支払利息に

対しては金利スワップ取引を

行っています。

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(ハ）ヘッジ方針

　営業活動及び財務活動により

発生する為替レート及び金利

変動リスクをヘッジすること

を目的とし、原則として債権債

務の範囲内で取引を行ってい

ます。また、取引の信用リスク

を低減するために、国際的な優

良金融機関と取引を行うとと

もに、先物為替予約取引及び通

貨オプション取引に関しては

「為替予約規則」を設けてい

ます。

(ハ）ヘッジ方針

同左

(ハ）ヘッジ方針

同左
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(ニ）ヘッジの有効性評価の方法

　当社グループが行っている

ヘッジ対象とヘッジ手段とは、

密接な経済的相関関係を有し

ていますが、定期的に所定の方

法で有効性評価を実施してい

ます。

(ニ）ヘッジの有効性評価の方法

同左

(ニ）ヘッジの有効性評価の方法

同左

(6）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

(イ）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっていま

す。

(6）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

(イ）消費税等の会計処理

同左

(6）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

(イ）消費税等の会計処理

同左

(ロ）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用していま

す。

(ロ）連結納税制度の適用

同左

(ロ）連結納税制度の適用

同左

５　中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっています。

５　中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

同左

５　連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっています。

EDINET提出書類

ヤマハ発動機株式会社(E02168)

半期報告書

39/87



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（企業結合に係る会計基準等）

　当中間連結会計期間より、「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会　平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準

委員会　平成18年12月22日　改正企業

会計基準適用指針第10号）を適用し

ています。

　なお、「企業結合に係る会計基準」

の適用により「連結調整勘定」は

「のれん」に表示を変更していま

す。 

　　　　　　　　―

（企業結合に係る会計基準等）

　当連結会計年度より、「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　平成17年12月27日　企業会

計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員

会　平成18年12月22日　改正企業会計

基準適用指針第10号）を適用してい

ます。「企業結合に係る会計基準」

の適用により、「連結調整勘定」は

「のれん」に表示を変更していま

す。　　　　　　　　　

　なお、「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」

は、平成19年11月15日に企業会計基

準委員会より、改正企業会計基準適

用指針第10号が公表されています。

― 　―

（有形固定資産の減価償却方法の変

更）　

  当社及び国内連結子会社は法人税

法の改正に伴い、当連結会計年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しています。これにより、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益はそれぞれ1,144百万円減少し

ています。セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しています。

　

  なお、改正後の法人税法に対応し

た固定資産に関するシステムの稼動

が当下半期以降になったため、当中

間連結会計期間は従来の方法によっ

ています。そのため、当中間連結会計

期間は、変更後の方法によった場合

と比較して、営業利益、経常利益、税

金等調整前中間純利益は139百万円

多く計上されています。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度
（平成19年12月31日）

※１　有形固定資産より控除した減価償却累

計額は501,230百万円です。

※１　有形固定資産より控除した減価償却累

計額は516,891百万円です。

※１　有形固定資産より控除した減価償却累

計額は502,562百万円です。

※２　担保資産

　担保に供している資産は次のとおりで

す。

※２　担保資産

　担保に供している資産は次のとおりで

す。

※２　担保資産

　担保に供している資産は次のとおりで

す。

受取手形及び売掛金 34,674百万円

たな卸資産 3,515

建物及び構築物 4,120

機械装置及び運搬具 4,390

土地 566

有形固定資産の

その他
763

投資有価証券 25

計 48,057

現金及び預金 52百万円　

受取手形及び売掛金  35,204   

たな卸資産 5,287

建物及び構築物 486

機械装置及び運搬具 170

土地 134

有形固定資産の

その他
2

投資有価証券 37

計 41,377

受取手形及び売掛金 22,045百万円

たな卸資産 1,953

建物及び構築物 515

機械装置及び運搬具 3,501

土地 131

有形固定資産の

その他
1

投資有価証券 27

計 28,176

　担保付債務は次のとおりです。 　担保付債務は次のとおりです。 　担保付債務は次のとおりです。

短期借入金 37,431百万円

長期借入金 556

固定負債のその他 516

計 38,504

短期借入金     37,093百万円

固定負債のその他 490

計 37,583

短期借入金 19,164百万円

固定負債のその他 503

計 19,668

３　偶発債務は次のとおりです。

　下記の会社の金融機関借入金に関して

保証等を行っています。

３　偶発債務は次のとおりです。

　下記の会社の金融機関借入金に関して

保証等を行っています。

３　偶発債務は次のとおりです。

　下記の会社の金融機関借入金に関して

保証等を行っています。

〔関係会社〕 　

あまがさき健康の森㈱ 445百万円

福州佳新創輝機電

有限公司
98

〔その他〕  

株式会社エンルムマ

リーナ室蘭
86

株式会社マリーナ河芸 51

計 682

〔関係会社〕 　

あまがさき健康の森㈱    350百万円

福州佳新創輝機電

有限公司
59

〔その他〕  

株式会社エンルムマ

リーナ室蘭
78

株式会社マリーナ河芸 41

計 530

〔関係会社〕 　

あまがさき健康の森㈱    362百万円

福州佳新創輝機電

有限公司
62

〔その他〕  

株式会社エンルムマ

リーナ室蘭
82

株式会社マリーナ河芸 46

計 553

　上記の金額には保証類似行為によるも

のが496百万円含まれています。

　上記の金額には保証類似行為によるも

のが392百万円含まれています。

　上記の金額には保証類似行為によるも

のが408百万円含まれています。

４　受取手形割引高は2,533百万円です。 ４　受取手形割引高は1,486百万円です。 ４　受取手形割引高は3,402百万円です。

※５　中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしています。なお、当中間連結会

計期間の末日は金融機関の休業日であっ

たため、次の中間連結会計期間末日満期

手形が中間連結会計期間末残高に含まれ

ています。

受取手形 1,322百万円

支払手形 1,157

―

※５　連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理しています。なお、当連結会計年度の末

日は金融機関の休業日であったため、次

の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれています。

受取手形      1,309百万円

支払手形 1,278
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主なもの

は次のとおりです。

※１　販売費及び一般管理費のうち、主なもの

は次のとおりです。

※１　販売費及び一般管理費のうち、主なもの

は次のとおりです。

広告宣伝費 17,716百万円

販売促進費 24,764

運送費 20,412

製品保証引当金

繰入額
15,851

貸倒引当金繰入額 500

二輪車リサイクル

引当金繰入額
48

諸給与 39,099

賞与引当金繰入額 3,061

退職給付引当金

繰入額
1,995

役員退職慰労引当金

繰入額
3

広告宣伝費     18,175百万円

販売促進費 15,907

運送費 21,541

製品保証引当金

繰入額
11,971

貸倒引当金繰入額 696

二輪車リサイクル

引当金繰入額
36

諸給与 41,530

賞与引当金繰入額 2,973

退職給付引当金

繰入額
1,960

役員退職慰労引当金

繰入額
4

広告宣伝費     35,006百万円

販売促進費 45,924

運送費 41,828

製品保証引当金

繰入額
22,994

貸倒引当金繰入額 1,347

二輪車リサイクル

引当金繰入額
86

諸給与 81,622

賞与引当金繰入額 3,980

役員賞与引当金

繰入額
230

退職給付引当金

繰入額
3,635

役員退職慰労引当金

繰入額
98

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりで

す。

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりで

す。

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりで

す。

１）建物及び構築物    129百万円

２）機械装置及び

運搬具
104

３）土地 824

４）その他 41

計 1,100

１）建物及び構築物       18百万円

２）機械装置及び

運搬具
206

３）土地 2

４）その他 10

計 237

１）建物及び構築物    132百万円

２）機械装置及び

運搬具

235

３）土地 865

４）その他 63

計 1,297

※３　固定資産処分損の内訳は、次のとおりで

す。

※３　固定資産処分損の内訳は、次のとおりで

す。

※３　固定資産処分損の内訳は、次のとおりで

す。

１）建物及び構築物    323百万円

２）機械装置及び

運搬具
364

３）土地 166

４）その他 190

計 1,045

１）建物及び構築物       56百万円

２）機械装置及び

運搬具
372

３）土地 0

４）その他 192

計 621

１）建物及び構築物    504百万円

２）機械装置及び

運搬具
1,425

３）土地 284

４）その他 654

計 2,869

　なお、上記固定資産処分損には、固定資

産売却損が300百万円含まれています。そ

の内訳は、次のとおりです。

　なお、上記固定資産処分損には、固定資

産売却損が90百万円含まれています。そ

の内訳は、次のとおりです。

　なお、上記固定資産処分損には、固定資

産売却損が783百万円含まれています。そ

の内訳は、次のとおりです。

１）建物及び構築物 64百万円

２）機械装置及び

運搬具
50

３）土地 166

４）その他 19

計 300

１）建物及び構築物   12百万円

２）機械装置及び

運搬具
62

３）土地 0

４）その他 14

計 90

１）建物及び構築物    82百万円

２）機械装置及び

運搬具
339

３）土地 284

４）その他 75

計 783
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
前連結会計年度末

株式数
当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数

普通株式（株） 286,260,321 174,463 － 286,434,784

（注）株式数の増加の理由は以下のとおりです。

転換社債の転換による増加　 72,463株

新株予約権の権利行使による増加　

　

102,000株

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数
当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数

普通株式（株） 121,502 4,233 357 125,378

（注）株式数の増減の理由は以下のとおりです。

単元未満株の買取りによる増加 4,043株

持分法適用会社の取得による増加 190株

単元未満株の買増請求による減少 357株

　

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の　

目的となる　　株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結会計

期間末残高

（百万円）

前連結会計　年

度末

当中間連結

会計期間増加

当中間連結

会計期間減少

当中間連結

会計期間末

提出会社

（親会社）

第４回無担保転換社債　※１ 普通株式 － － － － －

ストック・オプションとしての

新株予約権　※２
― － － － － －

 合計 ― － － － － －

（注）※１　新株予約権の目的となる株式の数は、当中間連結会計期間末の発行済株式総数に対して重要性が乏しい

ため、記載を省略しています。また、旧商法に基づいて発行した転換社債であるため、残高はありません。

※２　会社法施行前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年３月27日

定時株主総会
普通株式 6,009百万円 21円 00銭 平成18年12月31日 平成19年３月28日

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年７月31日

取締役会
普通株式 5,869百万円 利益剰余金 20円 50銭 平成19年６月30日 平成19年９月10日

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
前連結会計年度末

株式数
当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数

普通株式（株） 286,457,784 26,000 0 286,483,784
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（注）株式数の増加の理由は以下のとおりです。

新株予約権の権利行使による増加　

　

　26,000株

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数
当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数

普通株式（株） 129,915 8,785 839 137,861

（注）株式数の増減の理由は以下のとおりです。

単元未満株の買取りによる増加 　1,672株

持分法適用会社の取得による増加 　7,113株

単元未満株の買増請求による減少 　839株

　

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の　

目的となる　　株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結会計

期間末残高

（百万円）

前連結会計　年

度末

当中間連結

会計期間増加

当中間連結

会計期間減少

当中間連結

会計期間末

提出会社

（親会社）

第４回無担保転換社債　※１ 普通株式 － － － － －

ストック・オプションとしての

新株予約権　※２
― － － － － 10

 合計 ― － － － － 10

（注）※１　新株予約権の目的となる株式の数は、当中間連結会計期間末の発行済株式総数に対して重要性が乏しい

ため、記載を省略しています。また、旧商法に基づいて発行した転換社債であるため、残高はありません。

※２　ストック・オプションとしての新株予約権の当中間連結会計期間末残高10百万円は、平成20年５月29日

取締役会決議ストック・オプション（平成20年６月13日付与）の残高であり、平成16年６月24日定時株主

総会決議ストック・オプション（平成16年８月２日付与）は会社法施行前に付与されたストック・オプ

ションのため、残高はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年３月26日

定時株主総会
普通株式  5,870百万円 　20円 50銭 平成19年12月31日 平成20年３月27日

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年７月31日

取締役会
普通株式 5,870百万円 利益剰余金 20円 50銭 平成20年６月30日 平成20年９月10日

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
前連結会計年度末

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式（株） 286,260,321 197,463 0 286,457,784

（注）株式数の増加の理由は以下のとおりです。

転換社債の転換による増加　 　72,463株

新株予約権の権利行使による増加　

　

　125,000株

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項
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前連結会計年度末

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式（株） 121,502 9,197 784 129,915

（注）株式数の増減の理由は以下のとおりです。

単元未満株の買取りによる増加 　8,788株

持分法適用会社の取得による増加 　409株

単元未満株の買増請求による減少 　784株

　

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の　

目的となる　　株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計

年度末残高

（百万円）

前連結会計　年

度末

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

（親会社）

第４回無担保転換社債　※１ 普通株式 － － － － －

ストック・オプションとしての

新株予約権　※２
― － － － － －

 合計 ― － － － － －

（注）※１　新株予約権の目的となる株式の数は、当連結会計年度末の発行済株式総数に対して重要性が乏しい　　　

          ため、記載を省略しています。また、旧商法に基づいて発行した転換社債であるため、残高はありませ　　　　　　

　　　

　　　　　ん。

 ※２　会社法施行前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年３月27日

定時株主総会
普通株式 6,009百万円    21円 00銭 平成18年12月31日 平成19年３月28日

平成19年７月31日

取締役会 
普通株式 5,869百万円 20円 50銭 平成19年６月30日 平成19年９月10日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年３月26日

定時株主総会
普通株式 5,870百万円 利益剰余金 20円 50銭 平成19年12月31日 平成20年３月27日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金勘定 109,190百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△3,751

流動資産のその他 597

現金及び現金同等物 106,036

現金及び預金勘定  110,755百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△2,282

流動資産のその他 733

現金及び現金同等物 109,206

現金及び預金勘定  110,702百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△11,251

流動資産のその他 2,628

現金及び現金同等物 102,079

―
※２　連結子会社の株式を少数株主から購入 
    したものです。

※２　　　　　　　同左
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１　リース物件の所有権が、借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１　リース物件の所有権が、借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１　リース物件の所有権が、借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得
価額
相当額

(百万円)

減価
償却
累計額
相当額

(百万円)

中間
期末
残高
相当額

(百万円)

その他
（工具、器具及
び備品等）

8,661 6,313 2,347

　

取得
価額
相当額

(百万円)

減価
償却
累計額
相当額

(百万円)

中間
期末
残高
相当額

(百万円)

その他
（工具、器具及
び備品等）

7,580 5,973 1,607

　

取得
価額
相当額

(百万円)

減価
償却
累計額
相当額

(百万円)

期末
残高
相当額

(百万円)

その他
（工具、器具
及び備品等）

8,625 6,614 2,011

　なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しています。

同左 　なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しています。

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内      1,224百万円

１年超 1,123

合計 2,347

１年内           678百万円

１年超 928

合計 1,607

１年内      926百万円

１年超 1,085

合計 2,011

　なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算

定しています。

同左 　なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定していま

す。

(3）支払リース料等 (3）支払リース料等 (3）支払リース料等

支払リース料    784百万円

減価償却費相当額 784

支払リース料       367百万円

減価償却費相当額 367

支払リース料      1,283百万円

減価償却費相当額 1,283

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっています。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1,328百万円

１年超 1,373

合計 2,701

１年内      1,722百万円

１年超 1,473

合計 3,196

１年内      1,482百万円

１年超 1,569

合計 3,052
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成19年６月30日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 5,202 16,369 11,166

債券 － － －

合計 5,202 16,369 11,166

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

　 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 2,580

その他 597

　（注）　当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について27百万円減損処理を行っています。な

お、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、原則として減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ています。

当中間連結会計期間末（平成20年６月30日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 30,358 31,069 711

債券 － － －

合計 30,358 31,069 711

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

　 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 1,248

その他 －

　（注）　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、原則として減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

います。

前連結会計年度（平成19年12月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 27,846 35,563 7,716

債券 － － －

合計 27,846 35,563 7,716

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
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　 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 1,535

その他 －

　（注）　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、原則として減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

います。

（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間末（平成19年６月30日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

　該当事項はありません。

　なお、ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。

当中間連結会計期間末（平成20年６月30日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

　該当事項はありません。

　なお、ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。

前連結会計年度（平成19年12月31日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

　該当事項はありません。

　なお、ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。
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（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　　該当事項はありません。

　　

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　　１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　　　販売費及び一般管理費　10百万円

　　２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

 
平成20年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　　　　　　　９名

当社執行役員　　　　　　　　15名

株式の種類別のストック・オプションの付与数　※１ 普通株式　 75,500株

付与日 平成20年６月13日

権利確定条件　※２ 付与日（平成20年６月13日）が属する任期を満了すること。

対象勤務期間 権利確定条件と同一の期間

権利行使期間 平成22年６月13日から平成26年６月12日まで

権利行使価格（円） １株当たり　2,205

付与日における公正な評価単価（円） １株当たり　  535

　（注）※１　株式数に換算して記載しています。

　      ※２　権利行使の主な条件は次のとおりです。

　            (1）「新株予約権割当契約」に定める事由により、当社の取締役、執行役員の地位を失った場合には、

　　　　　　　　　新株予約権を行使することはできない。

　            (2）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

            　(3）その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

　　　　　　　　　めるところによる。
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前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）　

　　　１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　　　該当事項はありません。　

　　　２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容

 
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役

11名

当社執行役員

13名

当社従業員

15名

当社関係会社の取締役

43名

当社関係会社の執行役員

５名

当社取締役

11名

当社執行役員

14名

当社従業員

12名

当社関係会社の取締役

46名

当社関係会社の執行役員

５名

株式の種類別のストック・

オプションの数　※１
普通株式　297,000株 普通株式　298,000株

付与日 平成15年８月１日 平成16年８月２日

権利確定条件　※２
権利確定条件は付されてい

ません。
同左

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあり

ません。
同左

権利行使期間
平成17年８月１日から

平成19年７月31日まで

平成18年８月２日から

平成20年８月１日まで

権利行使価格（円） 　　　　1,145 　    1,705

付与日における公正な評価

単価（円）
　　　　　　－ 　               －

　（注）※１　株式数に換算して記載しています。

　  　　※２　権利行使の主な条件は次のとおりです。

　　　　　　  (1）「新株予約権割当契約」に定める事由により、当社又は当社の関係会社の取締役、執行役員、又

                  は従業員の地位を失った場合には、新株予約権を行使することはできない。

　　      　　(2）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　
二輪車事業
（百万円）

マリン事業
（百万円）

特機事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
567,927 164,889 124,161 73,357 930,335 － 930,335

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － 62,161 62,161 (62,161) －

計 567,927 164,889 124,161 135,519 992,497 (62,161) 930,335

営業費用 533,678 144,639 113,368 128,662 920,349 (62,161) 858,187

営業利益 34,248 20,250 10,792 6,857 72,147 0 72,147

　（注）１　事業区分の方法

　　　　　　事業区分は、製品の種類及び販売市場等の類似性に基づいています。

２　各事業区分に属する主要な製品

事業区分 主要な製品

二輪車 二輪車、海外生産用部品　

マリン 船外機、ウォータービークル、ボート、プール、漁船・和船、ディーゼルエンジン　

特機
四輪バギー、サイド・バイ・サイド・ビークル、スノーモビル、ゴルフカー、発電機、除雪機、汎用エン

ジン　

その他
サーフェスマウンター、産業用ロボット、自動車用エンジン、自動車用コンポーネント、自転車、産業

用無人ヘリコプター、車椅子、中間部品　

３　営業費用は全て各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　
二輪車事業
（百万円）

マリン事業
（百万円）

特機事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      　  

(1）外部顧客に対する売

上高
561,918 143,210 97,505 66,423 869,057 －　 869,057

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－　 －　 － 61,879 61,879 (61,879) －　

計 561,918 143,210 97,505 128,302 930,936 (61,879) 869,057

営業費用 532,691 132,340 94,274 124,928 884,235 (61,879) 822,356

営業利益 29,226 10,869 3,231 3,374 46,701 0 46,701

　（注）１　事業区分の方法 ……………………… 前中間連結会計期間に同じ

２　各事業区分に属する主要な製品 …… 前中間連結会計期間に同じ

３　営業費用は全て各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。

４　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、平成19年３月31日以前に取得

した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法を適用し、取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上しています。これにより、従来と同一の処理方法を適用した場合と比べ

て、営業費用は「二輪車事業」で355百万円、「マリン事業」で48百万円、「特機事業」で88百万円、「その

他の事業」で121百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しています。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）
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二輪車事業
（百万円）

マリン事業
（百万円）

特機事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
1,056,212 289,867 265,606 145,021 1,756,707 －　 1,756,707

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－　 －　 －　 128,065 128,065 (128,065) －　

計 1,056,212 289,867 265,606 273,087 1,884,772 (128,065) 1,756,707

営業費用 993,181 261,663 243,391 259,537 1,757,774 (128,065) 1,629,708

営業利益 63,030 28,204 22,214 13,549 126,998 0 126,998

　（注）１　事業区分の方法 ……………………… 前中間連結会計期間に同じ

２　各事業区分に属する主要な製品 …… 前中間連結会計期間に同じ

３　営業費用は全て各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。

４　有形固定資産の減価償却方法の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より有形固

定資産の減価償却方法を変更しています。これにより、従来と同一の処理方法を適用した場合と比べて、営業

費用は「二輪車事業」で565百万円、「マリン事業」で231百万円、「特機事業」で125百万円、「その他の事

業」で221百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しています。
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に

対する売上高
146,524 257,349 224,408 227,375 74,677 930,335 － 930,335

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

281,742 17,017 2,865 30,392 2,355 334,373 (334,373) －

計 428,266 274,367 227,273 257,767 77,033 1,264,709 (334,373) 930,335

営業費用 414,613 260,987 210,131 238,015 69,363 1,193,111 (334,923) 858,187

営業利益 13,653 13,379 17,142 19,752 7,670 71,597 550 72,147

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　各区分に属する主な国又は地域

　  (1) 北米 ……… 米国、カナダ

　  (2) 欧州 ……… オランダ、フランス、イタリア、スペイン

　  (3) アジア …… インドネシア、台湾、タイ、シンガポール、ベトナム、中国、インド

　  (4) その他 …… ブラジル、オーストラリア、コロンビア、メキシコ

３　営業費用は全て各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に

対する売上高
138,313 181,650 196,539 261,834 90,720 869,057 －　 869,057

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

260,911 17,546 3,238 33,500 1,081 316,277 (316,277) －　

計 399,225 199,196 199,777 295,334 91,801 1,185,334 (316,277) 869,057

営業費用 406,561 195,673 186,876 269,640 82,274 1,141,026 (318,670) 822,356

営業利益又は

営業損失(△)
△7,336 3,523 12,901 25,693 9,526 44,308 2,393 46,701

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　各区分に属する主な国又は地域

 　 (1) 北米 ……… 米国、カナダ

 　 (2) 欧州 ……… オランダ、フランス、イタリア、スペイン、ロシア

　  (3) アジア …… インドネシア、台湾、タイ、ベトナム、シンガポール、中国、インド

　　(4) その他 …… ブラジル、オーストラリア、コロンビア、メキシコ

３　営業費用は全て各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。

４　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、平成19年３月31日以前に取得

した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法を適用し、取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上しています。これにより、従来と同一の処理方法を適用した場合と比べて、

「日本」の営業費用は613百万円増加し、営業損失は同額増加しています。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）
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日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に

対する売上高
295,557 468,038 366,546 465,597 160,966 1,756,707 －　 1,756,707

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

561,156 31,686 5,284 61,827 4,729 664,684 (664,684) －　

計 856,714 499,724 371,831 527,425 165,695 2,421,391 (664,684) 1,756,707

営業費用 824,359 480,746 351,069 490,643 146,269 2,293,087 (663,379) 1,629,708

営業利益 32,355 18,978 20,761 36,782 19,426 128,303 (1,305) 126,998

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　各区分に属する主な国又は地域 …… 前中間連結会計期間に同じ

３　営業費用は全て各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。

４　有形固定資産の減価償却方法の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より有形固

定資産の減価償却方法を変更しています。これにより、従来と同一の処理方法を適用した場合と比べて、

「日本」の営業費用は1,144百万円増加し、営業利益は同額減少しています。
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【海外売上高】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 261,621 230,286 244,184 103,156 839,249

Ⅱ　連結売上高（百万円）     930,335

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
28.1 24.8 26.2 11.1 90.2

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　各区分に属する主な国又は地域

　        (1）北米 ……… 米国、カナダ

　        (2）欧州 ……… イタリア、フランス、スペイン、ドイツ

　        (3）アジア …… インドネシア、台湾、タイ、ベトナム、中国、インド

　        (4）その他 …… ブラジル、オーストラリア、南アフリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 184,744 203,087 278,042 118,579 784,453

Ⅱ　連結売上高（百万円）     869,057

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
21.3 23.4 32.0 13.6 90.3

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　        (1）北米 ……… 米国、カナダ

　          (2）欧州 ……… イタリア、フランス、スペイン、ロシア、ドイツ

　　        (3）アジア …… インドネシア、ベトナム、タイ、中国、台湾、インド

　　        (4）その他 …… ブラジル、オーストラリア、南アフリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 474,987 377,500 502,941 219,690 1,575,120

Ⅱ　連結売上高（百万円）     1,756,707

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
27.0 21.5 28.6 12.6 89.7

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　各区分に属する主な国又は地域 …… 前中間連結会計期間に同じ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 1,874円70銭

１株当たり中間純利益 173円29銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益
173円21銭

１株当たり純資産額  1,851円42銭

１株当たり中間純利益    90円28銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益
   90円28銭

１株当たり純資産額  1,851円81銭

１株当たり当期純利益   248円81銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
   248円73銭

（注）１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　
前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)
前連結会計年度

(平成19年12月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 571,219 569,841 569,221

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
34,474 39,695 38,997

 （うち新株予約権） (              －) (              10) (              －)

 （うち少数株主持分） (          34,474) (          39,685) (          38,997)

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（百万円）
536,745 530,145 530,223

１株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末（期末）の普通株式の数

（千株）

286,309 286,345 286,327

２　１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりです。

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（百万円） 49,594 25,850 71,222

普通株主に帰属しない金額

（百万円）
－ － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）
49,594 25,850 71,222

普通株式の期中平均株式数（千株） 286,201 286,326 286,256

　    

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
   

中間（当期）純利益調整額

（百万円）
－ － －

普通株式増加数（千株） 131 12 85

（うち転換社債） (65) (3)　 (36)　

（うち新株予約権） (66) (8)　 (48)　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

―

平成20年５月29日取締

役会決議　ストック・オ

プション（新株予約権

 755個）

なお、詳細は「第４ 提

出会社の状況 １ 株式

等の状況 (2) 新株予約

権等の状況」に記載の

とおりです。

―
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

当社は、当中間連結会計期間末日後から半期報告書提出日までの間に、ヤマハ株式会社株式を13,676百万円

（5,345千株）取得しました。

（1）取得理由

　　平成19年５月21日開催の取締役会において、ヤマハ株式会社株式を同日現在における発行済株式総数の５％を上

限として、平成20年３月末日までに市場等から取得することを決議したことに基づくものです。

　その背景と目的は以下のとおりです。

 ①ヤマハ株式会社が５月に同社が保有する当社株式の一部を売却したことで、当社が同社の持分法適用関連会社に

該当しなくなることを機に、共通のヤマハブランドの価値向上について両社が連携していくための新たな関係と

して、同社は売却後の保有株式を継続保有し、当社は同社株式を５％を上限として取得することにより、あらたに

両社の資本面での連携・強化を図る。

②共通のヤマハブランドのもと、長期的・安定的な資本関係の構築を図り、今後も、両社が夫々の事業分野で一層企

業価値を高め、社会的な使命と責任をグローバルに果たす。　

（2）ヤマハ株式会社の概要

 ①代表者　　　代表取締役社長　梅村　充

 ②所在地　　　静岡県浜松市中区中沢町10番１号

 ③事業内容　　楽器、AV・IT機器、電子機器等の製造・販売

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　当社は平成20年３月５日開催の取締役会において、三井物産株式会社とインドの二輪車事業に関する合弁契約を締結

することを決定しました。

　平成19年10月に設立した二輪車製造の新会社India Yamaha Motor Pvt. Ltd. （当社の連結子会社）は、合弁契約に基づき

第三者割当増資を今後56億ルピー（約146億円（※））まで実施し、三井物産株式会社は同社に30％資本参加します。

　India Yamaha Motor Pvt. Ltd. は、合弁契約に基づきYamaha Motor India Pvt. Ltd. （当社の連結子会社）から工場と事務所

を引き継いで、平成20年４月から事業を開始します。 

　この合弁契約の締結により、当社による高付加価値商品の積極投入や直営店の設置拡大等の販路政策推進に加え、三井

物産株式会社の強みであるロジスティクス事業やディーラー網開拓等との相乗効果により、インドにおけるプレゼンス

の向上を図ります。

　これに伴い、Yamaha Motor India Pvt. Ltd.は速やかに清算の手続きを開始します。

※１ルピーを2.6円で換算しています。

(2)【その他】

 該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

(1)【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

　現金及び預金 　 15,098   15,280   15,875   

　受取手形 ※５ 6,648   4,902   5,150   

　売掛金 　 61,868   60,543   72,939   

　たな卸資産 　 61,840   69,844   70,442   

　繰延税金資産 　 18,153   14,348   13,144   

　その他 　 27,740   32,439   31,854   

貸倒引当金 　 △357   △414   △299   

　　流動資産合計 　  190,993 36.6  196,944 35.5  209,107 36.8

Ⅱ　固定資産 　          

   有形固定資産 　          

　建物 ※１ 37,221   36,177   37,219   

　機械及び装置 ※１ 36,043   35,062   37,241   

　土地 　 61,735   60,666   60,617   

　その他 ※１ 21,517   21,203   22,017   

有形固定資産合計 　 156,518   153,109   157,095   

   無形固定資産 　 670   748   741   

   投資その他の資産 　          

　　投資有価証券 　 －　   31,630   36,349   

　関係会社株式 ※２ 121,895   134,263   130,631   

　繰延税金資産 　 9,759   14,737   10,846   

　その他 　 41,499   23,138   23,025   

貸倒引当金 　 △105   △50   △49   

投資その他の資産
合計

　 173,049   203,719   200,803   

　　固定資産合計 　  330,237 63.4  357,577 64.5  358,641 63.2

　　　資産合計 　  521,230 100.0  554,521 100.0  567,748 100.0
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前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

　支払手形 ※５ 9,971   8,291   10,273   

　買掛金 　 92,500   88,988   97,612   

　短期借入金 　 30,452   87,836   56,207   

１年以内に償還の転
換社債

　 －　   3   －　   

　コマーシャル・
ペーパー

　 12,000   34,000   35,000   

　未払金 　 26,856   18,171   30,299   

　未払法人税等 　 7,869   1,198   4,988   

　賞与引当金 　 4,930   5,225   5,035   

　製品保証引当金 　 23,296   19,041   17,499   

　その他 　 11,736   11,651   9,243   

　　流動負債合計 　  219,613 42.1  274,408 49.5  266,159 46.9

Ⅱ　固定負債 　          

　転換社債 　 3   －　   3   

　長期借入金 　 23,100   5,000   23,100   

　再評価に係る
繰延税金負債

　 12,763   12,630   12,630   

　退職給付引当金 　 23,517   23,655   23,559   

　役員退職慰労
引当金

　 158   146   158   

　製造物賠償責任
引当金

　 1,215   1,215   1,215   

　二輪車リサイクル
引当金

　 1,023   1,097   1,061   

　投資損失引当金 　 631   1,491   708   

　その他 　 574   626   549   

　　固定負債合計 　  62,988 12.1  45,864 8.3  62,986 11.1

　　　負債合計 　  282,601 54.2  320,272 57.8  329,145 58.0
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前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

           

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１　資本金 　  48,281 9.3  48,322 8.7  48,300 8.5

２　資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 60,370   60,411   60,389   

(2）その他資本
剰余金

　 394   395   394   

　資本剰余金合計 　  60,764 11.7  60,807 11.0  60,784 10.7

３　利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 3,775   3,775   3,775   

(2）その他利益
剰余金

　          

特別償却準備金 　 39   43   49   

圧縮記帳積立金 　 426   426   426   

別途積立金 　 80,465   86,465   80,465   

繰越利益剰余金 　 22,886   19,069   23,912   

　利益剰余金合計 　  107,593 20.6  109,781 19.8  108,630 19.1

４　自己株式 　  △145 △0.0  △162 △0.0  △159 △0.0

　　株主資本合計 　  216,494 41.5  218,748 39.4  217,554 38.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１　その他有価証券
評価差額金

　  6,586 1.3  298 0.1  4,493 0.8

２　繰延ヘッジ損益 　  △1,851 △0.4  △2,006 △0.4  △643 △0.1

３　土地再評価差額金 　  17,399 3.3  17,197 3.1  17,198 3.0

評価・換算差額
等合計

　  22,135 4.2  15,490 2.8  21,048 3.7

Ⅲ　新株予約権 　  －　 －　  10 0.0  －　 －　

純資産合計 　  238,629 45.8  234,248 42.2  238,603 42.0

　　負債純資産合計 　  521,230 100.0  554,521 100.0  567,748 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  403,233 100.0  372,027 100.0  799,209 100.0

Ⅱ　売上原価 　  340,262 84.4  331,030 89.0  676,066 84.6

売上総利益 　  62,970 15.6  40,997 11.0  123,142 15.4

Ⅲ　販売費及び
一般管理費

　  54,139 13.4  49,301 13.3  101,456 12.7

営業利益又は
営業損失（△）

　  8,831 2.2  △8,304 △2.2  21,686 2.7

Ⅳ　営業外収益 　          

　受取利息 　 649   412   1,291   

　受取配当金 　 11,495   15,974   18,497   

　その他 　 2,018 14,163 3.5 1,338 17,726 4.8 3,538 23,327 2.9

Ⅴ　営業外費用 　          

　支払利息 　 290   362   615   

　転進支援金 　 15   －　   606   

　有価証券減損額 　 7,258   440   13,240   

　その他 　 1,949 9,513 2.4 1,044 1,847 0.5 3,539 18,001 2.3

経常利益 　  13,481 3.3  7,574 2.0  27,012 3.4

Ⅵ　特別利益 ※１  3,258 0.8  6 0.0  3,679 0.5

Ⅶ　特別損失 ※２  530 0.1  436 0.1  1,513 0.2

税引前中間
（当期）純利益

　  16,209 4.0  7,144 1.9  29,178 3.7

法人税、住民税
及び事業税

　 7,416   1,559   7,902   

過年度法人税等 ※３　 －　   －　   1,406   

法人税等調整額 　 △3,335 4,080 1.0 △1,436 123 0.0 1,035 10,344 1.3

中間（当期）
純利益

　  12,129 3.0  7,021 1.9  18,833 2.4
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

特別
償却
準備金

圧縮
記帳
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年12月31日

残高

（百万円）

48,168 60,257 393 60,651 3,775 37 426 66,465 30,629 101,335 △132 210,022

中間会計期間中の

変動額
            

新株の発行 112 112  112        225

特別償却準備金

の積立
     11   △11 0  0

特別償却準備金

の取崩
     △9   9 0  0

別途積立金の積立        14,000 △14,000 0  0

土地再評価差額金

の取崩
        138 138  138

剰余金の配当         △6,009 △6,009  △6,009

中間純利益         12,129 12,129  12,129

自己株式の取得           △13 △13

自己株式の処分   0 0       0 1

株主資本以外の項目

の中間会計期間

中の変動額(純額)

            

中間会計期間中の

変動額合計

（百万円）

112 112 0 113 0 1 0 14,000 △7,743 6,258 △13 6,471

平成19年６月30日

残高

（百万円）

48,281 60,370 394 60,764 3,775 39 426 80,465 22,886 107,593 △145 216,494

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高

（百万円）
6,570 △1,982 17,538 22,125 232,148

中間会計期間中の

変動額
     

新株の発行     225

特別償却準備金

の積立
    0

特別償却準備金

の取崩
    0

別途積立金の積立     0

土地再評価差額金

の取崩
    138

剰余金の配当     △6,009

中間純利益     12,129

自己株式の取得     △13

自己株式の処分     1

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額(純額)

16 131 △138 9 9
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

中間会計期間中の

変動額合計

（百万円）

16 131 △138 9 6,481

平成19年６月30日残高

（百万円）
6,586 △1,851 17,399 22,135 238,629

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

特別
償却
準備金

圧縮
記帳
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成19年12月31日

残高

（百万円）

48,300 60,389 394 60,784 3,775 49 426 80,465 23,912 108,630 △159 217,554

中間会計期間中の

変動額
            

新株の発行 22 22  22        44

特別償却準備金

の取崩
     △5   5 0  0

別途積立金の積立        6,000 △6,000 0  0

土地再評価差額金

の取崩
        0 0  0

剰余金の配当         △5,870 △5,870  △5,870

中間純利益         7,021 7,021  7,021

自己株式の取得           △3 △3

自己株式の処分   0 0       1 1

株主資本以外の項目

の中間会計期間

中の変動額(純額)

            

中間会計期間中の

変動額合計

（百万円）

22 22 0 22 0 △5 0 6,000 △4,843 1,151 △2 1,193

平成20年６月30日

残高

（百万円）

48,322 60,411 395 60,807 3,775 43 426 86,465 19,069 109,781 △162 218,748

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高

（百万円）
4,493 △643 17,198 21,048 －　 238,603

中間会計期間中の

変動額
      

新株の発行      44

特別償却準備金

の取崩
     0

別途積立金の積立      0

土地再評価差額金

の取崩
     0

剰余金の配当      △5,870

中間純利益      7,021

自己株式の取得      △3
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

自己株式の処分      1

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額(純額)

△4,194 △1,362 △0 △5,557 10 △5,547

中間会計期間中の

変動額合計

（百万円）

△4,194 △1,362 △0 △5,557 10 △4,354

平成20年６月30日残高

（百万円）
298 △2,006 17,197 15,490 10 234,248

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

特別
償却
準備金

圧縮
記帳
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年12月31日

残高

（百万円）

48,168 60,257 393 60,651 3,775 37 426 66,465 30,629 101,335 △132 210,022

事業年度中の変動額             

新株の発行 131 131  131        263

特別償却準備金

の積立
     26   △26 0  0

特別償却準備金

の取崩
     △14   14 0  0

別途積立金の積立        14,000
△

14,000
0  0

土地再評価差額金

の取崩
        340 340  340

剰余金の配当         
△

11,879

△

11,879
 △11,879

当期純利益         18,833 18,833  18,833

自己株式の取得           △28 △28

自己株式の処分   1 1       1 2

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額(純額)

            

事業年度中の変動額

合計

（百万円）

131 131 1 133 0 11 0 14,000 △6,717 7,294 △27 7,532

平成19年12月31日

残高

（百万円）

48,300 60,389 394 60,784 3,775 49 426 80,465 23,912 108,630 △159 217,554

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高

（百万円）
6,570 △1,982 17,538 22,125 232,148

事業年度中の変動額      

新株の発行     263

特別償却準備金

の積立
    0

特別償却準備金

の取崩
    0
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

別途積立金の積立     0

土地再評価差額金

の取崩
    340

剰余金の配当     △11,879

当期純利益     18,833

自己株式の取得     △28

自己株式の処分     2

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額(純額)

△2,076 1,339 △340 △1,077 △1,077

事業年度中の変動額

合計

（百万円）

△2,076 1,339 △340 △1,077 6,454

平成19年12月31日残高

（百万円）
4,493 △643 17,198 21,048 238,603
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定しています。）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しています。）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

(3）たな卸資産

製品及び仕掛品

　総平均法による原価法に基づ

く低価法

(3）たな卸資産

同左

(3）たな卸資産

同左

商品及び原材料、貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

に基づく低価法
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前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

（追加情報）

１．平成19年度の法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方

法を適用し、取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上してい

ます。

　これにより、従来と同一の処理方

法を適用した場合と比べて、当中間

会計期間の営業損失は516百万円増

加し、経常利益、税引前中間純利益

は516百万円減少しています。

２．平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産の減価償却の方法

については、改正後の法人税法に対

応した固定資産に関するシステム

の稼動が前事業年度の下期以降に

なったため、前中間会計期間は、平

成19年度の法人税法改正前の減価

償却の方法によっていますが、前事

業年度の下期においては、改正後の

減価償却の方法に変更しています。

　そのため、変更後の処理方法を適

用した場合と比べて、前中間会計期

間の営業利益、経常利益、税引前中

間純利益は、89百万円多く計上され

ています。

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

(2）無形固定資産

定額法

　自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

を採用しています。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左
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前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

３　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売掛金、貸付金その他これらに

準ずる債権を適正に評価するた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しています。

３　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

３　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員及び使用人兼務取締役に

対して支給する賞与に充てるた

め、支給見込額に基づき計上して

います。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

(3）役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与に充

てるため、支給見込額に基づき計

上することとしています。

　なお、中間会計期間においては、

役員賞与の金額を合理的に見積

ることが困難であるため、計上し

ていません。

(3）役員賞与引当金

同左 

(3）役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与に充

てるため、支給見込額に基づき計

上しています。

(4）製品保証引当金

　販売済製品の保証期間中のアフ

ターサービス費用、その他販売済

製品の品質問題に対処する費用

に充てるため、発生額を個別に見

積ることができる費用について

は当該費用を、その他について

は、保証期間に基づいて売上高に

経験率（アフターサービス費

用／売上高）を乗じて計算した

額を計上しています。

(4）製品保証引当金

同左

(4）製品保証引当金

同左
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前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に発生

していると認められる額を計上

しています。

　過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理し

ています。

　数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌事業

年度から費用処理しています。

(5）退職給付引当金

同左

　

　

(5）退職給付引当金

　　 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しています。

　過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理し

ています。

　数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌事業

年度から費用処理しています。

(6）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、当社内規による必要額を

計上しています。

(6）役員退職慰労引当金

同左

(6）役員退職慰労引当金

同左

(7）製造物賠償責任引当金

　製造物賠償責任保険で補填され

ない損害賠償金の支払に備える

ため、過去の実績を基礎に支払見

積額を計上しています。

(7）製造物賠償責任引当金

同左

(7）製造物賠償責任引当金

同左

(8）二輪車リサイクル引当金

　二輪車のリサイクル費用に充て

るため、販売実績に基づいてリサ

イクル費用見込額を計上してい

ます。

(8）二輪車リサイクル引当金

同左

(8）二輪車リサイクル引当金

同左

(9）投資損失引当金

　関係会社等への投資に係る損失

に備えるため、その財政状態を勘

案し、必要額を計上しています。

(9）投資損失引当金

同左

(9）投資損失引当金

同左

４　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっています。

４　リース取引の処理方法

同左

４　リース取引の処理方法

同左
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前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

５　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用していま

す。なお、為替予約については振

当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を、金利スワップに

ついては特例処理の要件を満た

している場合は特例処理を採用

しています。

５　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

同左

５　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　当社は、外貨建金銭債権債務に

対しては先物為替予約取引及び

通貨オプション取引、長期借入金

の支払利息に対しては金利ス

ワップ取引を行っています。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3）ヘッジ方針

　営業活動及び財務活動により発

生する為替レート及び金利変動

リスクをヘッジすることを目的

とし、原則として債権債務の範囲

内で取引を行っています。また、

取引の信用リスクを低減するた

めに、国際的な優良金融機関と取

引を行うとともに、先物為替予約

取引及び通貨オプション取引に

関しては「為替予約規則」を設

けています。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

　当社が行っているヘッジ対象と

ヘッジ手段とは、密接な経済的相

関関係を有していますが、定期的

に所定の方法で有効性評価を実

施しています。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

６　その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっています。

６　その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

同左

６　その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

同左

(2）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用していま

す。

(2）連結納税制度の適用

同左

(2）連結納税制度の適用

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（企業結合に係る会計基準等）

　当中間会計期間より、「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会　平

成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成17年12月27日　企業会計

基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員会　

平成18年12月22日　改正企業会計基準

適用指針第10号）を適用しています。

 

─ 

（企業結合に係る会計基準等) 

  当事業年度より、「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会　平

成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会

計基準委員会　平成18年12月22日　

改正企業会計基準適用指針第10

号）を適用しています。

　なお、「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指

針」は、平成19年11月15日に企業会

計基準委員会より、改正企業会計基

準適用指針第10号が公表されてい

ます。

─ ─ 

（有形固定資産の減価償却方法の

変更) 

　法人税法の改正に伴い、当事業年

度より、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しています。これによ

り、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益はそれぞれ769百万円減

少しています。

　なお、改正後の法人税法に対応し

た固定資産に関するシステムの稼

動が当下半期以降になったため、当

中間会計期間は従来の方法によっ

ています。そのため、当中間会計期

間は、変更後の方法によった場合と

比較して、営業利益、経常利益、税引

前中間純利益は89百万円多く計上

されています。

EDINET提出書類

ヤマハ発動機株式会社(E02168)

半期報告書

72/87



表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

─

（中間貸借対照表）

　投資その他の資産の「投資有価証券」は従来、「その

他」に含めて表示していましたが、資産の総額の100分の

５を超えたため、当中間会計期間より区分掲記していま

す。

　なお、前中間会計期間末における「投資有価証券」は、

18,179百万円です。

（中間損益計算書）

　「有価証券減損額」は、従来、営業外費用の「その他」に

含めて表示していましたが、金額的重要性が増したため、

当中間会計期間より区分掲記しています。

　なお、前中間会計期間における「有価証券減損額」は、

3,776百万円です。

─ 
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度
（平成19年12月31日）

※１　有形固定資産より控除した減価償却累

計額は242,609百万円です。

※１　有形固定資産より控除した減価償却累

計額は249,147百万円です。

※１　有形固定資産より控除した減価償却累

計額は241,939百万円です。

※２　担保資産

　関係会社の金融機関借入金に対して下

記の資産を担保に供しています。

関係会社株式 28百万円

※２　担保資産

　関係会社の金融機関借入金に対して下

記の資産を担保に供しています。

関係会社株式   28百万円

※２　担保資産

　関係会社の金融機関借入金に対して下

記の資産を担保に供しています。

関係会社株式   28百万円

３　偶発債務は次のとおりです。

　下記の会社の金融機関借入金に対して

保証等を行っています。

３　偶発債務は次のとおりです。

　下記の会社の金融機関借入金に対して

保証等を行っています。

３　偶発債務は次のとおりです。

　下記の会社の金融機関借入金に対して

保証等を行っています。

（関係会社） 　

あまがさき健康の森㈱ 445百万円　

（その他） 　

株式会社エンルムマリーナ

室蘭
86

株式会社マリーナ河芸 51

計 583

　  

　上記の金額には保証類似行為による

ものが496百万円含まれています。

（関係会社） 　

あまがさき健康の森㈱ 350百万円　

（その他） 　

株式会社エンルムマリーナ

室蘭
78

株式会社マリーナ河芸 41　　 

計 470

　  

　上記の金額には保証類似行為による

ものが392百万円含まれています。

（関係会社） 　

あまがさき健康の森㈱ 362百万円

（その他） 　

株式会社エンルムマリーナ

室蘭
82

株式会社マリーナ河芸 46

計 491

　  

　上記の金額には保証類似行為による

ものが408百万円含まれています。

４　受取手形割引高は7,010百万円です。 ４　受取手形割引高は10,154百万円です。 ４　受取手形割引高は8,637百万円です。

※５　中間期末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理をしています。

　なお、当中間会計期間の末日は金融機関

の休業日であったため、次の中間期末日

満期手形が中間期末残高に含まれていま

す。

受取手形 1,133百万円

支払手形 322

─

※５　期末日満期手形の会計処理は、手形交換

日をもって決済処理をしています。

　なお、当期末日は金融機関の休業日で

あったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれています。

受取手形      1,006百万円

支払手形 344
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　特別利益のうち主要なもの ※１　特別利益のうち主要なもの ※１　特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益 　

１）建物   115百万円

２）構築物 4

３）土地 815

４）その他 10

計 945

抱合せ株式消滅差益 2,308百万円

固定資産売却益 　

１）車輌及びその他

の陸上運搬具

     5百万円

２）その他 1

計 6

固定資産売却益 　

１）建物     115百万円

２）構築物 4

３）土地 845

４）その他 12

計 977

抱合せ株式消滅差益 2,308百万円

※２　特別損失のうち主要なもの ※２　特別損失のうち主要なもの ※２　特別損失のうち主要なもの

固定資産処分損 　

１）建物   146百万円

２）機械及び装置 154

３）車輌及びその他

の陸上運搬具
14

４）工具、器具及び

備品
82

５）土地 125

６）その他 6

計 530

 なお、上記固定資産処分損には、固定資

産売却損が182百万円含まれています。

その内訳は、次のとおりです。 

１）建物    53百万円

２）土地 125

３）その他 3

計 182

固定資産処分損 　

１）建物      15百万円

２）機械及び装置 166

３）工具、器具及び

備品
84

４）その他 32

計 298

 なお、上記固定資産処分損には、機械及

び装置とその他に、百万円未満の金額の固

定資産売却損が含まれています。

固定資産処分損 　

１）建物    224百万円

２）構築物 10

３）機械及び装置 610

４）工具、器具及び

備品

369

５）土地 254

６）その他 44

計 1,513

 なお、上記固定資産処分損には、固定資

産売却損が319百万円含まれています。

その内訳は、次のとおりです。 

１）建物      53百万円

２）土地 254

３）その他 12

計 319

─ ─

※３　過年度法人税等

       過年度の取引に関する法人税等の追加

費用計上額です。

４　減価償却実施額 ４　減価償却実施額 ４　減価償却実施額

有形固定資産      8,584百万円

無形固定資産 20

計 8,604

有形固定資産     10,062百万円

無形固定資産 19

計 10,081

有形固定資産     19,689百万円

無形固定資産 40

計 19,730
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（中間株主資本等変動計算書関係）

 前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

 　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業
年度末
株式数

当中間会計
期間増加
株式数

当中間会計
期間減少
株式数

当中間会計
期間末
株式数

普通株式（株） 94,790 4,043 357 98,476

（注）株式数の増減の理由は以下のとおりです。

単元未満株の買取りによる増加　  4,043株

単元未満株の買増請求による減少　  357株

 

 当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

 　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業
年度末
株式数

当中間会計
期間増加
株式数

当中間会計
期間減少
株式数

当中間会計
期間末
株式数

普通株式（株） 102,794 1,672 839 103,627

（注）株式数の増減の理由は以下のとおりです。

単元未満株の買取りによる増加　 　1,672株

単元未満株の買増請求による減少　 　839株

 

 前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業
年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業
年度末
株式数

普通株式（株） 94,790 8,788 784 102,794

（注）株式数の増減の理由は以下のとおりです。

単元未満株の買取りによる増加　 　8,788株

単元未満株の買増請求による減少　 　784株

 

EDINET提出書類

ヤマハ発動機株式会社(E02168)

半期報告書

76/87



（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　リース物件の所有権が、借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が、借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が、借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

中間期
末残高
相当額

(百万円)

工具、器具及
び備品

1,249 778 470

その他 1,325 802 523

合計 2,574 1,580 994

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

中間期
末残高
相当額

(百万円)

工具、器具及
び備品

986 708 277

その他 1,065 609 455

合計 2,051 1,318 733

　

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

期末残
高相当
額

(百万円)

工具、器具及
び備品

1,062 688 374

その他 1,262 797 464

合計 2,324 1,486 838

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しています。

同左 　なお、取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しています。

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内    414百万円

１年超 580

合計 994

１年内       333百万円

１年超 399

合計 733

１年内    360百万円

１年超 478

合計 838

　なお、未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定してい

ます。

同左 　なお、未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しています。

(3）支払リース料等 (3）支払リース料等 (3）支払リース料等

支払リース料    246百万円

減価償却費相当額 246

支払リース料       215百万円

減価償却費相当額 215

支払リース料       477百万円

減価償却費相当額 477

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっています。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。
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（企業結合等関係）

前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

（当社の発電機を中心とした汎用エンジン事業を子会社であるヤマハモーターパワープロダクツ㈱に承継さ

  せる会社分割）

１　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要

当社は、当社の発電機を中心とした汎用エンジン事業を子会社であるヤマハモーターパワープロダクツ

㈱に承継させる会社分割を、平成19年１月１日付けで実施しました。

　この会社分割は、国内における今後のさらなる競争激化や環境変化に対し、各事業で異なる販売戦略を確

実に実行するため、当社及び当社グループの各子会社の機能を再編し、事業競争力の強化をめざすことを

目的としたものです。　 

２　実施した会計処理の概要

上記分割は共通支配下の取引に該当します。

３　子会社株式の追加取得に関する事項

　(1) 取得原価及びその内訳

承継・分割された事業 364 百万円

取得原価 364 百万円 

　(2) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及び科目名等

　　　　該当事項はありません。　

（当社を存続会社とするヤマハ発動機販売㈱（子会社）との吸収合併）

１　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要

当社は、当社を存続会社とするヤマハ発動機販売㈱（子会社）との吸収合併を、平成19年１月１日付け

で実施しました。なお、合併後の商号に変更はありません。

　また、ヤマハ発動機販売㈱は、合併前に二輪車を中心としたランドビークルの販売事業をＹＭＳＪ㈱

（※）へ、発電機を中心とした汎用エンジンの販売事業をヤマハモーターパワープロダクツ㈱へ、携帯電

話の販売事業を㈱ワイエスへと、いずれも当社子会社へ承継させる会社分割を、平成19年１月１日付けで

実施しました。これにより、ボート・船外機を中心としたマリン製品の販売事業及びゴルフカーの販売事

業は、吸収合併により当社が引き継ぎました。

　この吸収合併は、国内における今後のさらなる競争激化や環境変化に対し、各事業で異なる販売戦略を確

実に実行するため、当社及び当社グループの各子会社の機能を再編し、事業競争力の強化をめざすことを

目的としたものです。　 

２　実施した会計処理の概要

　上記合併は共通支配下の取引に該当し、これにより抱合せ株式消滅差益が2,308百万円発生しています。　

３　子会社株式の追加取得に関する事項

　(1) 取得原価及びその内訳

　　①ヤマハ発動機販売㈱がＹＭＳＪ㈱（※）へ会社分割したことにより取得した株式で、当社が吸収合

　　併により引き継いだもの　　

承継・分割された事業 2,339 百万円

取得原価 2,339 百万円 

　　②ヤマハ発動機販売㈱がヤマハモーターパワープロダクツ㈱へ会社分割したことにより取得した株式

　　で、当社が吸収合併により引き継いだもの　　

承継・分割された事業 238 百万円

取得原価 238 百万円 

　　③ヤマハ発動機販売㈱が㈱ワイエスへ会社分割したことにより取得した株式で、当社が吸収合併によ

　　り引き継いだもの

承継・分割された事業 299 百万円

取得原価 299 百万円 

　(2) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及び科目名等

　　　　該当事項はありません。　

　※　ＹＭＳＪ㈱は、平成19年１月１日付けでヤマハ発動機販売㈱（現本店所在地：東京都港区）に商号

  を変更しました。 

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　該当事項はありません。
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前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

（当社の発電機を中心とした汎用エンジン事業を子会社であるヤマハモーターパワープロダクツ㈱に承継さ

  せる会社分割）

１　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称並びに取引の目的を含む取引の概要

当社は、当社の発電機を中心とした汎用エンジン事業を子会社であるヤマハモーターパワープロダクツ

㈱に承継させる会社分割を、平成19年１月１日付けで実施しました。

　この会社分割は、国内における今後のさらなる競争激化や環境変化に対し、各事業で異なる販売戦略を確

実に実行するため、当社及び当社グループの各子会社の機能を再編し、事業競争力の強化をめざすことを

目的としたものです。　 

２　実施した会計処理の概要

上記分割は共通支配下の取引に該当します。

３　子会社株式の追加取得に関する事項

　(1) 取得原価及びその内訳

承継・分割された事業 364 百万円

取得原価 364 百万円 

　(2) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及び科目名等

　　　　該当事項はありません。　

（当社を存続会社とするヤマハ発動機販売㈱（子会社）との吸収合併）

１　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要

当社は、当社を存続会社とするヤマハ発動機販売㈱（子会社）との吸収合併を、平成19年１月１日付け

で実施しました。なお、合併後の商号に変更はありません。

　また、ヤマハ発動機販売㈱は、合併前に二輪車を中心としたランドビークルの販売事業をＹＭＳＪ㈱

（※）へ、発電機を中心とした汎用エンジンの販売事業をヤマハモーターパワープロダクツ㈱へ、携帯電

話の販売事業を㈱ワイエスへと、いずれも当社子会社へ承継させる会社分割を、平成19年１月１日付けで

実施しました。これにより、ボート・船外機を中心としたマリン製品の販売事業及びゴルフカーの販売事

業は、吸収合併により当社が引き継ぎました。

　この吸収合併は、国内における今後のさらなる競争激化や環境変化に対し、各事業で異なる販売戦略を確

実に実行するため、当社及び当社グループの各子会社の機能を再編し、事業競争力の強化をめざすことを

目的としたものです。　 

２　実施した会計処理の概要

　上記合併は共通支配下の取引に該当し、これにより抱合せ株式消滅差益が2,308百万円発生しています。　

３　子会社株式の追加取得に関する事項

　(1) 取得原価及びその内訳

　　①ヤマハ発動機販売㈱がＹＭＳＪ㈱（※）へ会社分割したことにより取得した株式で、当社が吸収合

　　併により引き継いだもの　　

承継・分割された事業 2,339 百万円

取得原価 2,339 百万円 

　　②ヤマハ発動機販売㈱がヤマハモーターパワープロダクツ㈱へ会社分割したことにより取得した株式

　　で、当社が吸収合併により引き継いだもの　　

承継・分割された事業 238 百万円

取得原価 238 百万円 

　　③ヤマハ発動機販売㈱が㈱ワイエスへ会社分割したことにより取得した株式で、当社が吸収合併によ

　　り引き継いだもの

承継・分割された事業 299 百万円

取得原価 299 百万円 

　(2) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及び科目名等

　　　　該当事項はありません。　

　※　ＹＭＳＪ㈱は、平成19年１月１日付けでヤマハ発動機販売㈱（現本店所在地：東京都港区）に商号

  を変更しました。 
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額    833円39銭

１株当たり中間純利益 42円38銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益
  42円36銭

１株当たり純資産額    817円93銭

１株当たり中間純利益   24円52銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益
    24円52銭

１株当たり純資産額    833円24銭

１株当たり当期純利益   65円79銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
  65円77銭

　（注）１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間会計期間末

(平成20年６月30日)
前事業年度

（平成19年12月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 238,629 234,248 238,603

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ 10 －

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（百万円）
238,629 234,238 238,603

１株当たり純資産額の算定の基礎に用い

られた中間期末（期末）の普通株式の数

（千株）

286,336 286,380 286,354

　　　　２　１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりです。

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（百万円） 12,129 7,021 18,833

普通株主に帰属しない金額

（百万円）
－ － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）
12,129 7,021 18,833

普通株式の期中平均株式数（千株） 286,227 286,360 286,283

　    

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
   

中間（当期）純利益調整額

（百万円）
－ － －

普通株式増加数（千株） 131 12 85

（うち転換社債） (65) (3)　 (36)　

（うち新株予約権） (66) (8)　 (48)　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

─

平成20年５月29日取締

役会決議　ストック・オ

プション（新株予約権

 755個）

なお、詳細は「第４ 提

出会社の状況 １ 株式

等の状況 (2) 新株予約

権等の状況」に記載の

とおりです。

─
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（重要な後発事象）

前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　イ．ヤマハ株式会社株式の取得について

　当社は、当中間会計期間末日後から半期報告書提出日までの間に、ヤマハ株式会社株式を13,676百万円

　（5,345千株）取得しました。

　（1）取得理由

　　平成19年５月21日開催の取締役会において、ヤマハ株式会社株式を同日現在における発行済株式総数の

５％を上限として、平成20年３月末日までに市場等から取得することを決議したことに基づくもので

す。

　その背景と目的は以下のとおりです。

　①ヤマハ株式会社が５月に同社が保有する当社株式の一部を売却したことで、当社が同社の持分法適用関

連会社に該当しなくなることを機に、共通のヤマハブランドの価値向上について両社が連携していくた

めの新たな関係として、同社は売却後の保有株式を継続保有し、当社は同社株式を５％を上限として取

得することにより、あらたに両社の資本面での連携・強化を図る。

　②共通のヤマハブランドのもと、長期的・安定的な資本関係の構築を図り、今後も、両社が夫々の事業分野

で一層企業価値を高め、社会的な使命と責任をグローバルに果たす。　

　（2）ヤマハ株式会社の概要

　①代表者　　　代表取締役社長　梅村　充

　②所在地　　　静岡県浜松市中区中沢町10番１号

　③事業内容　　楽器、AV・IT機器、電子機器等の製造・販売

　ロ．Yamaha Motor India Sales Pvt. Ltd.への増資について

　　当社は、平成19年９月12日に、インドの子会社Yamaha Motor India Sales Pvt. Ltd.に対し、同社の経営　基盤を改

善するため、4,215百万円の増資を行いました。

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　当社は、平成20年７月10日に、インドの製造子会社India Yamaha Motor Pvt. Ltd.（平成20年４月より事業開始。

出資比率：当社グループ70％、三井物産グループ30％）に対し、事業資金として5,175百万円の増資を行いま

した。

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　　該当事項はありません。 

(2)【その他】

　平成20年７月31日開催の取締役会において、当期の中間配当に関し、次のとおり決議しました。

(1）中間配当による配当金の総額………………… 5,870百万円

(2）１株当たりの金額……………………………… 20円50銭

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日……… 平成20年９月10日

　（注）平成20年６月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主もしくは登録株式質権者

に対し、支払いを行います。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しています。

(1）有価証券報告書

及びその添付書類

　 事業年度

（第73期）

　 自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日

　 平成20年３月28日

関東財務局長に提出

　

　

(2）臨時報告書

　

　 　

　

　 　

　

　 平成20年５月29日

関東財務局長に提出

　

　

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の

２（ストック・オプションとしての新株予約権の発行）に基づく臨時報告書です。

(3）臨時報告書の訂正報告書

　

　 　

　

　 　

　

　 平成20年６月13日

関東財務局長に提出

　

　

平成20年５月29日提出の臨時報告書（ストック・オプションとしての新株予約権の発行）に係る

訂正報告書です。

(4）訂正発行登録書

　

　 　

　

　 　

　

　 平成20年３月28日

平成20年５月29日

平成20年６月13日

平成20年９月12日

関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成19年９月27日

ヤマハ発動機株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小島　秀雄　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤田　和弘　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 滝口　隆弘　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 塚原　正彦　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヤマハ発

動機株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年１月１日か

ら平成19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、ヤマハ発動機株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

EDINET提出書類

ヤマハ発動機株式会社(E02168)

半期報告書

84/87



独立監査人の中間監査報告書

  平成20年９月12日

ヤマハ発動機株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 藤田　和弘　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 滝口　隆弘　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 塚原　正彦　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るヤマハ発動機株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成20年

１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、ヤマハ発動機株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

EDINET提出書類

ヤマハ発動機株式会社(E02168)

半期報告書

85/87



独立監査人の中間監査報告書

  平成19年９月27日

ヤマハ発動機株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小島　秀雄　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤田　和弘　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 滝口　隆弘　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 塚原　正彦　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヤマハ発

動機株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第73期事業年度の中間会計期間（平成19年１月１日から

平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ヤマハ発動機株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年１月１

日から平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成20年９月12日

ヤマハ発動機株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 藤田　和弘　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 滝口　隆弘　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 塚原　正彦　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るヤマハ発動機株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第74期事業年度の中間会計期間（平成20年１

月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ヤマハ発動機株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成20年１月１

日から平成20年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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